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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スチレン系結着樹脂、カーボンブラック、ワックス成分、及び、極性を有するスチレン
系樹脂を含有するトナー粒子と、無機微粉体とを有するブラックトナーであって、
　該ブラックトナーの動的粘弾性試験による測定において、
　（ｉ）損失弾性率Ｇ”の極大値が５０℃以上６２℃以下に存在し、
　（ｉｉ）損失正接ｔａｎδが極小値を示す温度を温度Ｐ１とした時、該温度Ｐ１が１２
０℃以上１５５℃以下であり、
　（ｉｉｉ）温度Ｐ１におけるｔａｎδの値ｔａｎδ（Ｐ１）が０．５０以上５．００以
下であり、
　（ｉｖ）温度Ｐ１における貯蔵弾性率の値Ｇ’（Ｐ１）が７．０×１０2Ｐａ以上１．
０×１０4Ｐａ以下であり、
　（ｖ）温度（Ｐ１－２０）℃における貯蔵弾性率の値をＧ’（Ｐ１－２０）、温度（Ｐ
１＋２０）℃における貯蔵弾性率の値をＧ’（Ｐ１＋２０）としたとき、｛ＬｏｇＧ’（
Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝＜｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１＋２０
）｝の関係を満たし、かつ、
　該ブラックトナーのオルトジクロロベンゼン（ＯＤＣＢ）可溶成分の高温ＧＰＣ－ＲＡ
ＬＬＳ－粘度計分析によって測定される絶対分子量Ｍｗが４．０×１０4以上２．０×１
０5以下であり、
　該分析における絶対分子量（Ｍｗ）の常用対数（ｌｏｇ〔Ｍｗ〕）が５．００以上の樹
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脂成分（ｓ）の粘度Ｉｖ（ｓ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ（ｓ）］）を、絶対分子量Ｍｗ
（ｓ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍｗ（ｓ）］）に対してプロットした際の傾きをａ（ｓ）と
したとき、ａ（ｓ）が０．３０以上０．７０以下であり、
　該分析における粘度計が検出したクロマトグラムの全樹脂成分（ａ）の粘度Ｉｖ（ａ）
の常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ（ａ）］）を、絶対分子量Ｍｗ（ａ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍ
ｗ（ａ）］）に対してプロットした際の傾きをａ（ａ）としたとき、ａ（ｓ）／ａ（ａ）
が０．２０以上０．８０以下である、
ことを特徴とするブラックトナー。
【請求項２】
　該貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１－２０）と該貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１）の関係が、
０．１０≦｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝≦０．６５
を満たすことを特徴とする請求項１に記載のブラックトナー。
【請求項３】
　該貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１＋２０）の値が１．０×１０2Ｐａ以上５．０×１０3Ｐａ以下
であることを特徴と請求項１又は２に記載のブラックトナー。
【請求項４】
　温度（Ｐ１＋２０）℃における損失正接をｔａｎδ（Ｐ１＋２０）としたとき、｛ｔａ
ｎδ（Ｐ１＋２０）－ｔａｎδ（Ｐ１）｝が０．１０以上３．００以下であることを特徴
とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載のブラックトナー。
【請求項５】
　該貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１）の値と、該貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１－２０）と、該貯蔵弾性率
Ｇ’（Ｐ１＋２０）とが、
｛Ｇ’（Ｐ１）／Ｇ’（Ｐ１＋２０）－Ｇ’（Ｐ１－２０）／Ｇ’（Ｐ１）｝＞１．０
の関係を満たすことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載のブラックトナー
。
【請求項６】
　該極性を有するスチレン系樹脂は、Ｍｗが８０００以上５００００以下、酸価又は水酸
基価が３ｍｇＫＯＨ／ｇ以上３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であり、該結着樹脂１００質量部に
対して３．０質量部以上３０．０質量部以下含有されることを特徴とする請求項１乃至５
のいずれか１項に記載のブラックトナー。
【請求項７】
　該ブラックトナーの損失弾性率Ｇ”は、温度５２℃以上６０℃以下に極大値を有し、温
度１２５℃以上１５０℃以下に極小値を有することを特徴とする請求項１乃至６のいずれ
か１項に記載のブラックトナー。
【請求項８】
　該ブラックトナーの該貯蔵弾性率の関係が、
０．０５＜〔｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１＋２０）｝－｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１
－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝〕＜０．４０
であることを特徴とする請求項１乃至７のいずれか１項に記載のトナー。
【請求項９】
　該ブラックトナーの該貯蔵弾性率の関係が、
０．１５≦｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝≦０．６０
であることを特徴とする請求項１乃至８のいずれか１項に記載のブラックトナー。
【請求項１０】
　該ブラックトナーの損失正接の関係が、
０．２０≦｛ｔａｎδ（Ｐ１＋２０）－ｔａｎδ（Ｐ１）｝≦２．００
であることを特徴とする請求項１乃至９のいずれか１項に記載のブラックトナー。
【請求項１１】
　該貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１）が８．０×１０2Ｐａ以上８．０×１０3Ｐａ以下であり、
　該貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１＋２０）が１．０×１０2Ｐａ以上１．０×１０3Ｐａ以下であ
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ることを特徴とする請求項１乃至１０のいずれか１項に記載のブラックトナー。
【請求項１２】
　該トナーのａ（ａ）が、０．５０以上１．４０以下であることを特徴とする請求項１乃
至１１のいずれか１項に記載のブラックトナー。
【請求項１３】
　該トナーのａ（ｓ）／ａ（ａ）が０．３０以上０．６０以下であることを特徴とする請
求項１乃至１２のいずれか１項に記載のブラックトナー。
【請求項１４】
　イエロー系着色剤と結着樹脂とを含有するイエロートナー粒子及び無機微粉体を有する
イエロートナーと、マゼンタ系着色剤と結着樹脂とを含有するマゼンタトナー粒子及び無
機微粉体を有するマゼンタトナーと、シアン系着色剤と結着樹脂とを含有するシアントナ
ー粒子及び無機微粉体を有するシアントナーと、カーボンブラックと結着樹脂とを含有す
るブラックトナー粒子及び無機微粉体を有するブラックトナーを有するフルカラー画像形
成用トナーキットであって、
　該ブラックトナーが、請求項１乃至１３のいずれかに記載のブラックトナーであり、
　該イエロートナーと該マゼンタトナーと該シアントナーの動的粘弾性試験により測定し
た損失弾性率Ｇ”の極大値がいずれも５０℃以上６２℃以下に存在し、該（Ｐ１）より１
０℃低い温度を（Ｐ１－１０）、１０℃高い温度を（Ｐ１＋１０）としたときに、（Ｐ１
－１０）以上（Ｐ１－１０）以下の温度領域における損失正接ｔａｎδの値がいずれもブ
ラックトナーのｔａｎδよりも大きく且つ０．７０以上１０．００以下である
ことを特徴とするフルカラー画像形成用トナーキット。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子写真法、静電記録法、磁気記録法などを利用した記録方法に用いられるブ
ラックトナー及びフルカラー画像形成用トナーキットに関するものである。詳しくは本発
明は予め静電潜像担持体上にトナー像を形成後、転写材上に転写させて画像形成する複写
機、プリンター、ファックスに用いられるブラックトナー及びフルカラー画像形成用トナ
ーキットに関する。
【背景技術】
【０００２】
従来、電子写真法においては、一般には光導電性物質を利用し、種々の手段により感光体
上に静電荷像を形成し、次いで該静電荷像をトナーを用いて現像し、必要に応じて紙の如
き転写材にトナー画像を転写した後、加熱、圧力、加熱加圧或いは溶剤蒸気により定着し
、トナー画像を得る。
【０００３】
　近年、情報化社会の発達により、このような電子写真プロセスを利用した複写機、プリ
ンター、ファックスが広く普及し、これら装置の小型化、軽量化そして高速化、高信頼性
がますます厳しく要求されてきている。
【０００４】
　また、これら装置のカラー化へのシフトが目覚ましく発展し、写真画質への要求に応え
るためには従来にも増して高い発色性と光沢度が必要となり、トナーの溶融特性やトナー
を平滑に定着させるための定着技術が特に重要となる。
【０００５】
　一方、一般的な電子写真法を利用した画像形成装置において、加熱加圧による定着工程
は装置における最も電力を消費する工程であり、高まる省エネルギー化への対応として、
消費エネルギー低減効果の高い低温定着技術の研究が進められている。
【０００６】
　低温定着を達成するためのトナー技術としては、一般にトナーを構成するバインダー樹
脂のガラス転移点（Ｔｇ）を下げる方法や、分子量を下げる方法が知られている。しかし
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、単純にトナーを構成する樹脂のＴｇや分子量を下げるだけでは、トナーの保存安定性や
度重なる画像形成動作に対しての堅牢性が損なわれる。
【０００７】
　また、低温のある温度では定着が可能であっても、定着時の僅かな温度の振れにより、
トナー像の一部が定着部材に転移するオフセットや、定着画像がメディアごと定着部材に
粘着して巻き付く問題が生じ易くなり、安定した定着が可能な温度域が極端に狭くなるの
が実情である。
【０００８】
　これらの弊害は、トナーの定着ニップ内における溶融粘弾特性に依存する現象であるこ
とが分かっている。特に低温で定着する場合やプロセススピードが早くトナーに十分な熱
量が与えられない条件下においては、定着助剤として含有する離型剤の染み出し性が劣り
離型効果が十分に発揮し難いため、トナーを構成する樹脂自体の粘弾特性が特に重要にな
ってくる。
【０００９】
　上記問題を解決するため、分子量分布を高度に制御する手法や、高分子量成分と低分子
量成分を含有することで動的粘弾性挙動を制御し、低温定着特性に優れたトナーが提案さ
れている（例えば特許文献１、２及び３参照）。
【００１０】
　また、一般にシャープな溶融特性を有するポリエステル樹脂を改良したものや、ポリエ
ステル樹脂とスチレン－アクリル樹脂を架橋させた所謂ハイブリッド樹脂を用いて動的粘
弾性挙動を制御した低温定着性トナーも提案されている（例えば特許文献４、５及び６参
照）。
【００１１】
　これらのトナーは、何れもトナーを構成する樹脂組成を改良することで、低温における
速やかな溶融特性と定着部材に付着し難い弾性特性を兼ね備え、広い定着温度域において
定着効果を発揮できるように粘弾性のバランスを制御したものであり、優れた低温定着性
を示す。
【００１２】
　しかしながら、これらの低温定着性に優れたトナーに限っては、単色のベタ黒画像を普
通紙上に出力した場合において、紙の繊維が斑状に透けて見える濃度ムラ及び明度ムラが
顕著に目立つ新たな問題を生ずることが分かった。
【００１３】
　特にこの現象は、フルカラー画像形成装置を用いてブラックトナーの単色ベタ黒画像を
出力した場合に際立って目立つ。
【００１４】
　フルカラー画像形成装置の定着温調は複数色のトナーを溶融混色する必要があるため、
複数色を重ねる高い載り量の画像を定着できる温調に設定されている。この様な高目の定
着温度で低温定着性に特化したトナーを定着させる場合において、定着ニップ内で温度と
圧力が掛かると低い溶融粘度を示す溶融トナーが紙繊維へ深く浸透することにより、特に
コントラストの目立つブラック画像において繊維の透けが目立つ現象と示唆される。
【００１５】
　フルカラー画像形成装置において、プロセスブラックに依らない単色ブラックトナーで
の黒の再現は、シャドー部の冴えや紙面内の均一なグロス制御を向上させる上で高画質に
繋がる重要な技術である。また、モノクロ画像形成装置においても、ベタ黒画像の均一性
は画質を決定付ける重要な要素である。
【００１６】
　しかしながら、優れた低温定着性を示し、且つベタ黒画像品質の良好なブラックトナー
は未だ実現できていない。
【００１７】
【特許文献１】特開平１０－１７１１５６号公報
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【特許文献２】特開平８－２７８６６２号公報
【特許文献３】特開２００８－２６５１８号公報
【特許文献４】特開平１１－１９４５４２号公報
【特許文献５】特開２００３－１５６８８０号公報
【特許文献６】特開２００４－１５７３４２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　本発明の目的は、上述のごとき従来技術の問題点を解決した、ブラックトナー及びフル
カラー画像形成用トナーキットを提供することにある。
【００１９】
　すなわち、本発明の目的は、現像性が良好で、且つベタ黒画像における紙繊維の透けや
濃度ムラ及び明度のばらつきを抑えた低温定着性に優れたブラックトナー及びフルカラー
画像形成用トナーキットを提供することにある。
【００２０】
　また、本発明の目的は、高い画像光沢性と、安定した耐オフセット性を達成することの
できるブラックトナー、及び画像光沢度の差が少ない高品位な画像を提供することのでき
るフルカラー画像形成用トナーキットを提供することにある。
【００２１】
　さらに、本発明の目的は、苛酷な使用条件や、カートリッジの寿命を通してカブリの少
ない、安定した画像品質を維持することのできるブラックトナー及びフルカラー画像形成
用トナーキットを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００２２】
　上記の目的は、以下の本発明によって達成される。
【００２３】
　すなわち、本発明は、スチレン系結着樹脂、カーボンブラック、ワックス成分、及び、
極性を有するスチレン系樹脂を含有するトナー粒子と、無機微粉体とを有するブラックト
ナーであって、
　該ブラックトナーの動的粘弾性試験による測定において、
　（ｉ）損失弾性率Ｇ”の極大値が５０℃以上６２℃以下に存在し、
　（ｉｉ）損失正接ｔａｎδが極小値を示す温度を温度Ｐ１とした時、該温度Ｐ１が１２
０℃以上１５５℃以下であり、
　（ｉｉｉ）温度Ｐ１におけるｔａｎδの値ｔａｎδ（Ｐ１）が０．５０以上５．００以
下であり、
　（ｉｖ）温度Ｐ１における貯蔵弾性率の値Ｇ’（Ｐ１）が７．０×１０2Ｐａ以上１．
０×１０4Ｐａ以下であり、
　（ｖ）温度（Ｐ１－２０）℃における貯蔵弾性率の値をＧ’（Ｐ１－２０）、温度（Ｐ
１＋２０）℃における貯蔵弾性率の値をＧ’（Ｐ１＋２０）としたとき、｛ＬｏｇＧ’（
Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝＜｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１＋２０
）｝の関係を満たし、かつ、
　該ブラックトナーのオルトジクロロベンゼン（ＯＤＣＢ）可溶成分の高温ＧＰＣ－ＲＡ
ＬＬＳ－粘度計分析によって測定される絶対分子量Ｍｗが４．０×１０4以上２．０×１
０5以下であり、
　該分析における絶対分子量（Ｍｗ）の常用対数（ｌｏｇ〔Ｍｗ〕）が５．００以上の樹
脂成分（ｓ）の粘度Ｉｖ（ｓ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ（ｓ）］）を、絶対分子量Ｍｗ
（ｓ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍｗ（ｓ）］）に対してプロットした際の傾きをａ（ｓ）と
したとき、ａ（ｓ）が０．３０以上０．７０以下であり、
　該分析における粘度計が検出したクロマトグラムの全樹脂成分（ａ）の粘度Ｉｖ（ａ）
の常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ（ａ）］）を、絶対分子量Ｍｗ（ａ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍ
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ｗ（ａ）］）に対してプロットした際の傾きをａ（ａ）としたとき、ａ（ｓ）／ａ（ａ）
が０．２０以上０．８０以下である、
ことを特徴とするブラックトナーである。
　また、本発明は、イエロー系着色剤と結着樹脂とを含有するイエロートナー粒子及び無
機微粉体を有するイエロートナーと、マゼンタ系着色剤と結着樹脂とを含有するマゼンタ
トナー粒子及び無機微粉体を有するマゼンタトナーと、シアン系着色剤と結着樹脂とを含
有するシアントナー粒子及び無機微粉体を有するシアントナーと、カーボンブラックと結
着樹脂とを含有するブラックトナー粒子及び無機微粉体を有するブラックトナーを有する
フルカラー画像形成用トナーキットであって、
　該ブラックトナーが、上記構成のブラックトナーであり、
　該イエロートナーと該マゼンタトナーと該シアントナーの動的粘弾性試験により測定し
た損失弾性率Ｇ”の極大値がいずれも５０℃以上６２℃以下に存在し、該（Ｐ１）より１
０℃低い温度を（Ｐ１－１０）、１０℃高い温度を（Ｐ１＋１０）としたときに、（Ｐ１
－１０）以上（Ｐ１－１０）以下の温度領域における損失正接ｔａｎδの値がいずれもブ
ラックトナーのｔａｎδよりも大きく且つ０．７０以上１０．００以下であることを特徴
とするフルカラー画像形成用トナーキットである。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、使用条件によらず、印刷枚数の多寡によらず安定した現像特性を示し
、且つ明度のばらつきの少ない優れたベタ黒画像品質を達成でき、画像光沢の高い低温定
着特性に優れたブラックトナー及びフルカラー画像形成用トナーキットを提供できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００２６】
　本発明者らが、低温定着が可能な単色ブラックトナーのベタ黒定着画像において、濃度
ムラ及び明度ムラが発生するメカニズムを鋭意検討した結果、定着時に記録材表面繊維の
凹凸面に由来した、異なる２点の発生理由があることが分かった。
【００２７】
　一般の普通紙上にベタ黒単色画像を出力した場合、定着工程前の未定着画像は紙繊維の
凸面上にトナーが比較的均一に載っている面と、紙繊維の凹面上にトナーがまばらに入り
込んだ部分が存在することが顕微鏡により観察される。低温定着性に優れたトナーの樹脂
特性は、一般的に低温領域においても十分低い溶融粘度を示す様に設計されている。従っ
て定着温度が高目に振れると、それに伴って溶融粘度が更に感度良く低下する傾向を示す
。
【００２８】
　定着ニップ内において、定着部材表面と確実に接触する紙繊維凸面に載ったブラックト
ナーは、十分な熱量が与えられるために容易に溶融し、溶融粘度が低い故に紙繊維内部に
深く浸透していく。その結果、定着ニップを通過した後の繊維凸面を覆うトナー層の厚み
が　
【００２９】
　薄くなるため、紙繊維に沿って濃度が白く透けて見える明度ムラを生じることになる。
【００３０】
　一方、繊維凹部のまばらなトナーが定着ニップ部を通過する際には、凸部繊維の立体障
害により、一部定着部材表面と接触できない面が存在する。この面に存在するトナーは定
着部材表面から非接触で熱を受けることになるが、ニップを通過する微小な時間に数個の
トナーが互いに熱によって凝集し、凹部をまばらに埋めていたトナーのカバーリング面積
が小さくなる現象が確認された。この、互いの距離が近いトナーが収縮するように凝集す
る現象は、カバーリング面積の低下を及ぼすだけでなく、粒状を残した不完全な状態で定
着されるため、十分な平滑面を形成できず濃淡ムラを更に助長することになる。
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【００３１】
　即ち、低温定着性を有する従来のトナーにおいてベタ黒画像の濃度ムラを改善するには
、紙繊維凸部における溶融トナーの過剰な染み込みと、紙繊維凹部におけるトナーの凝集
及び粒状維持を解消するといった、２点の課題を克服する必要があることが分かった。
【００３２】
　この問題は、従来の定着温度で従来トナーを用いた定着画像においては全く見られなか
った現象である。
【００３３】
　本発明者らは、トナーの動的粘弾性と上記濃度ムラ発生メカニズムとの関係を詳細に検
討することにより、低温定着性を損なうこと無く濃度及び明度の均一なベタ黒再現性に優
れたブラックトナーを発明するに到った。
【００３４】
　本発明のブラックトナーは、少なくともスチレン系結着樹脂、カーボンブラック、ワッ
クス成分、極性を有するスチレン系樹脂を含有するトナー粒子と、無機微粉体とを有する
ブラックトナーであって、該トナーの動的粘弾性試験により測定した損失弾性率Ｇ”の極
大値が５０℃以上６２℃以下に存在し、少なくとも損失正接ｔａｎδの極小値を示す温度
（Ｐ１）が１２０℃以上１５５℃以下に存在し、損失正接の極小値ｔａｎδ（Ｐ１）が０
．５０以上５．００以下であり、Ｐ１における貯蔵弾性率の値Ｇ’（Ｐ１）が７．０×１
０2Ｐａ以上１．０×１０4Ｐａ以下であり、Ｐ１－２０℃における貯蔵弾性率の値をＧ’
（Ｐ１－２０）、Ｐ１＋２０℃における貯蔵弾性率の値をＧ’（Ｐ１＋２０）とした場合
、｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝＜｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１）－Ｌｏｇ
Ｇ’（Ｐ１＋２０）｝の関係を満たすことを特徴とする。
【００３５】
　以下、本発明の特徴を、図１に示す本発明のトナーの動的粘弾性プロファイルを用いて
説明する。
【００３６】
　図１は、本発明のブラックトナーの一例である、周波数１Ｈｚの正弦振動波を加えなが
ら昇温速度２℃／ｍｉｎで３０℃から２００℃まで測定した動的粘弾性プロファイルであ
る。
【００３７】
　本発明のトナーの最大の特徴は、損失弾性率Ｇ”の極大値が５０℃以上６２℃以下に存
在し、且つ損失正接ｔａｎδが１２０℃以上１５５℃以下に極小値を存在することにある
。損失弾性率Ｇ”の極大値が示す温度は、一般に樹脂の動的粘弾性試験におけるガラス転
移温度（Ｔｇ）として扱われる値であり、示差走査熱量計（ＤＳＣ）により求められる樹
脂（Ｔｇ）とは厳密には異なる。本発明においては、低温定着性と現像特性により相関性
の見られた動的粘弾性試験におけるＧ”の極大値が示す温度を必須物性値として取り扱う
。
【００３８】
　本発明における損失弾性率Ｇ”の極大値が示す温度は、現像品質を損なわず且つ低温定
着性にも優れ、広い温度域で安定した定着性能を示す基礎となる樹脂特性である。
【００３９】
　損失弾性率Ｇ”の極大値が５０℃に満たない場合、度重なる現像動作に伴うストレスや
、過酷な環境に放置された場合、トナーの現像特性が劣ることがある。
【００４０】
　一方、損失弾性率Ｇ”の極大値が６２℃を越えると低温定着性が損なわれる。
【００４１】
　尚、本発明における損失弾性率Ｇ”の更に好ましい値は５２℃以上６０℃以下であり、
より安定した耐オフセット性及びベタ黒画像の再現性が得られ、高い光沢度を有する低温
定着特性を示せる。
【００４２】
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　本発明のトナーは、損失正接ｔａｎδの温度プロファイルにおいて、１２０℃以上１５
５℃以下の温度域に極小値を有することが必須条件である。この損失正接ｔａｎδの極小
値の出現は、貯蔵弾性率Ｇ’の緩和現象に由来するものであり、例えばトナーを構成する
樹脂成分に微架橋構造を導入したり、フィラー効果を有する物質を添加することにより達
成される。
【００４３】
　本発明においては、損失弾性率Ｇ”の極大値出現温度と貯蔵弾性率Ｇ’の緩和特性を特
定の状態に制御することで、優れた低温定着性とベタ黒濃度均一性の双方を満足できるこ
とを見出した。
【００４４】
　本発明のトナーの貯蔵弾性率Ｇ’は、緩和点（Ｐ１）を境に急激な弾性率の特性変化を
生じることが特徴である。緩和点（Ｐ１）に到達するまでの温度領域においては、貯蔵弾
性率Ｇ’を一定の弾性率で維持する所謂ゴム状態の特性を有しており、紙繊維凸部で起こ
る定着染み込み現象に対して弾性率を維持し溶融粘度の低下を抑える効果が働き抑止でき
る。また、この貯蔵弾性率Ｇ’の維持特性は、紙繊維凹部におけるまばらに存在するトナ
ーの凝集収縮現象に対しても、急激な溶融による凝集のきっかけを防げる効果があること
も分かった。
【００４５】
　一方、緩和点（Ｐ１）以降の速やかな貯蔵弾性率Ｇ’の低下特性は、低温定着性を可能
にする必須特性である。また、紙繊維凹部の現象に対しても、凝集を免れた孤立トナーを
速やかに且つばらつき無く溶融状態に移行させる効果を有するため、粒状感の無い平滑な
定着画像が得られ、低温定着性トナー特有の問題であった濃度ムラを解消できる。
【００４６】
　本発明における緩和点（Ｐ１）は、トナーの動的粘弾性プロファイルにおいてｔａｎδ
の極小値として定義される値であり、１２０℃以上１５５℃以下に有することが必須であ
る。
【００４７】
　貯蔵弾性率Ｇ’に緩和特性を有するトナーであっても、緩和点（Ｐ１）が１２０℃に満
たない場合はベタ黒画像の定着濃度ムラを解消する効果が発現せず、一方１５５℃を超え
る場合は低温定着が達成できない。
【００４８】
　尚、本発明において緩和点（Ｐ１）の更に好ましい出現温度は１２５℃以上１５０℃以
下であり、定着可能温度域の広く、きれいなベタ画像を与える低温定着性トナーが得られ
る。
【００４９】
　本発明の効果である、低温定着性とベタ黒濃度均一性を有効に発揮するための緩和特性
の大きさは、緩和点Ｐ１に対して２０℃低温側の貯蔵弾性率の値をＧ’（Ｐ１－２０）、
緩和点Ｐ１に対して２０℃高温側の貯蔵弾性率の値をＧ’（Ｐ１＋２０）とした時に、｛
ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝＜｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１）－ＬｏｇＧ’
（Ｐ１＋２０）｝の関係を満たし、且つ損失正接ｔａｎδが緩和点（Ｐ１）において示す
極小値の値をｔａｎδ（Ｐ１）とした時に、ｔａｎδ（Ｐ１）が０．５０以上５．００以
下であり、更に緩和点（Ｐ１）における貯蔵弾性率の値をＧ’（Ｐ１）とした時に、Ｇ’
（Ｐ１）が７．０×１０2Ｐａ以上１．０×１０4Ｐａ以下であることが必須である。
【００５０】
　これは、損失正接ｔａｎδの極小値が示す緩和点（Ｐ１）を境にした前後２０℃の温度
におけるＧ’の変化量が、指数関数において傾きの変化を有する物性変化を示す事で始め
て上記効果が発現するということを意味する。
【００５１】
　更に本発明において好ましい貯蔵弾性率Ｇ’の変化量は、０．０５＜｛ＬｏｇＧ’（Ｐ
１）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１＋２０）｝－｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）
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｝＜０．４０の関係で示せる。
【００５２】
　｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１＋２０）｝－｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－
ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝の値を上記範囲内に制御することで、更に安定した低温定着性と優
れたベタ黒品質の両立が可能になる。
【００５３】
　動的粘弾性における損失正接ｔａｎδとは、ｔａｎδ＝Ｇ”／Ｇ’と定義される損失弾
性率と貯蔵弾性率の比を表すパラメーターである。
【００５４】
　定着ニップ内において、定着基材である紙上の未定着画像は、紙繊維の凹凸による影響
で、微小な時間に圧力分布の異なる条件下で熱を受けることになる。
【００５５】
　このような状況下で良好な定着品質を達成するためには、一定の貯蔵弾性率Ｇ’を維持
した上で、弾性的な性質と粘性的な性質のバランスを制御することが重要になる。
【００５６】
　緩和点（Ｐ１）におけるＧ’（Ｐ１）が７．０×１０2Ｐａに満たないと、弾性率が小
さく粘度低下を抑えられないため、ベタ黒画像の明度ムラ及び濃度ムラの発生頻度が高ま
る。
【００５７】
　一方Ｇ’（Ｐ１）が１．０×１０4Ｐａを超える場合、弾性率が高いために溶融粘度を
十分低くすることができず、低温定着性や高いグロスを再現することが難しくなる。
【００５８】
　尚、Ｇ’（Ｐ１）の更に好ましい範囲は８．０×１０2Ｐａ以上８．０×１０3Ｐａ以下
であり、低温定着特性と濃く冴えたべた黒画像の再現性及び高い画像光沢度を示すことが
でき、画像品質の向上に特に優れる。
【００５９】
　緩和点（Ｐ１）における極小値ｔａｎδ（Ｐ１）が０．５０に満たない場合、粘性挙動
が弾性挙動に対して小さく弾性挙動の振る舞いに支配されてしまうため、低温定着性や高
い光沢度の再現性が損なわれる。
【００６０】
　一方、極小値ｔａｎδ（Ｐ１）が５．００を超える場合、弾性挙動に対して粘性挙動の
性質が大きいため、定着時の紙繊維への溶融染み込み性を抑えられずに明度ムラを生ずる
。
【００６１】
　尚、本発明において、上記で説明した特徴の動的粘弾性に制御する方法は、スチレン系
メインバインダーのガラス転移温度と分子量を低目に抑え、かつ極性を有するスチレン系
樹脂とカーボンブラックの諸物性や配合比率を調整することにより達成される。
【００６２】
　即ち、本来溶融粘度の低い樹脂組成に、極性を有するスチレン系樹脂とカーボンブラッ
クを添加することで、構造的な強度を補い、弾性率の緩和現象を生じさせるものである。
【００６３】
　具体的な作用としては、カーボンブラックの種類と添加量の加減により溶融粘度を調整
でき、損失弾性率Ｇ”を高めに維持することが可能になる。また、極性を有するスチレン
系樹脂の酸価や水酸基価及びＴｇをコントロールすることで、緩和点の出現温度や貯蔵弾
性率Ｇ’の値を制御することができる。
【００６４】
　本発明のトナーが示す動的粘弾性を満足することで、従来の低温定着性トナーの欠点で
あった溶融粘度の温度変化に対する著しい低下が抑制され、紙繊維への染み込みやトナー
同士が瞬時に凝集する現象が抑えられ、低温定着性とベタ黒品質の両立が達成される。
【００６５】
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　以下、本発明の効果を更に安定して発揮できる好ましい物性値について説明する。
【００６６】
　本発明のトナーは、先に説明したトナーの動的粘弾性プロファイルにおいて緩和点（Ｐ
１）が示す貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１）と、緩和点（Ｐ１）より２０℃低温側の貯蔵弾性率Ｇ
’が示すＧ’（Ｐ１－２０）との関係が、
　　０．１０≦｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝≦０．６５
より好ましい範囲は、
　　０．１５≦｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝≦０．６０
の関係を満たすことが好ましい。
【００６７】
　｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝の関係は、緩和点（Ｐ１）に到達
する直前の温度域における貯蔵弾性率Ｇ’の特性をＧ’の変化量として表した値であり、
トナーを構成する樹脂の架橋状態や構造制御により異なる特性を示す。
【００６８】
　｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝の値が０．１に満たない場合、特
に高速プロセス条件において定着ニップ通過時間が短くなった場合、トナーの溶融状態で
弾性成分の影響が強く現れ光沢度が小さくなる場合がある。
【００６９】
　一方、｛ＬｏｇＧ’（Ｐ１－２０）－ＬｏｇＧ’（Ｐ１）｝の値が０．６５を超える場
合、トナーの溶融状態での弾性が不足し、ベタ黒画像の均一性が損なわれる恐れがある。
【００７０】
　本発明のトナーは、先に説明したトナーの動的粘弾性プロファイルにおいて緩和点（Ｐ
１）より２０℃高温側で示す貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１＋２０）の値が、１．０×１０2Ｐａ
以上５．０×１０3Ｐａ以下、より好ましくは１．０×１０2Ｐａ以上１．０×１０3Ｐａ
以下であることが好ましい。
【００７１】
　緩和点（Ｐ１）より２０℃高温の貯蔵弾性率Ｇ’特性を、一定範囲内に維持させること
で、低温定着性とベタ黒画像品質の両立をより安定させることができる。
【００７２】
　貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１＋２０）の値が１．０×１０2Ｐａに満たない場合、定着温度が
高温側に振れたときのオフセット性が劣ることがある。
【００７３】
　一方、貯蔵弾性率Ｇ’（Ｐ１＋２０）の値が５．０×１０3Ｐａを超える場合、最低定
着可能温度が高目になることや、光沢度が低くなることがある。
【００７４】
　本発明のトナーは、先に説明したトナーの動的粘弾性プロファイルにおいて緩和点（Ｐ
１）が示す損失正接ｔａｎδ（Ｐ１）と、緩和点（Ｐ１）より２０℃高温で示す損失正接
ｔａｎδ（Ｐ１＋２０）との関係｛ｔａｎδ（Ｐ１＋２０）－ｔａｎδ（Ｐ１）｝が、０
．１０以上３．００以下、より好ましくは０．２０以上２．００以下であることが好まし
い。
【００７５】
　｛ｔａｎδ（Ｐ１＋２０）－ｔａｎδ（Ｐ１）｝の関係は、緩和点通過前のゴム状態に
おける弾性成分と粘性成分のバランスと、緩和点より２０℃高温時における溶融状態の弾
性成分と粘性成分のバランスの変化量を示すものである。
【００７６】
　｛ｔａｎδ（Ｐ１＋２０）－ｔａｎδ（Ｐ１）｝の関係が０．１０に満たない場合、特
に未定着画像のトナー載り量が多いときに一部粒状を残した定着画像が得られる時があり
、光沢度の低下及び定着性の悪化に繋がり好ましく無い。
【００７７】
　一方、｛ｔａｎδ（Ｐ１＋２０）－ｔａｎδ（Ｐ１）｝の関係が３．００を超える場合
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、著しい溶融粘度の低下が原因で、オフセットやベタ黒定着画像の品質低下に繋がる恐れ
があり好ましくない。
【００７８】
　本発明のトナーは、先に説明したトナーの動的粘弾性プロファイルにおいて、緩和点（
Ｐ１）とその前後２０℃における貯蔵弾性率Ｇ’の値をそれぞれ、Ｇ’（Ｐ１）、Ｇ’（
Ｐ１－２０）、Ｇ’（Ｐ１＋２０）とした時に、
　｛Ｇ’（Ｐ１）／Ｇ’（Ｐ１＋２０）－Ｇ’（Ｐ１－２０）／Ｇ’（Ｐ１）｝＞１．０
　更に好ましくは、
　｛Ｇ’（Ｐ１）／Ｇ’（Ｐ１＋２０）－Ｇ’（Ｐ１－２０）／Ｇ’（Ｐ１）｝＜６．０
の関係を満たすことが好ましい。
【００７９】
　｛Ｇ’（Ｐ１）／Ｇ’（Ｐ１＋２０）－Ｇ’（Ｐ１－２０）／Ｇ’（Ｐ１）｝の関係は
、緩和点（Ｐ１）の直後における貯蔵弾性率の変化の割合から緩和点（Ｐ１）の直前にお
ける貯蔵弾性率の変化の割合を引いた値を示したものであり、緩和点の前後において弾性
成分が示す変化特性を定義したものである。
【００８０】
　｛Ｇ’（Ｐ１）／Ｇ’（Ｐ１＋２０）－Ｇ’（Ｐ１－２０）／Ｇ’（Ｐ１）｝の値を１
．０より大きい値に制御することで、最低定着可能温度を更に低くすることや、高い光沢
度が得られる傾向があるため好ましい。
【００８１】
　一方、｛Ｇ’（Ｐ１）／Ｇ’（Ｐ１＋２０）－Ｇ’（Ｐ１－２０）／Ｇ’（Ｐ１）｝の
値が６．０を超えないように制御することで、ベタ黒画像の明度ムラ及び濃度ムラや耐オ
フセット性を更に高めることができ好ましい。
【００８２】
　尚、上記で説明した本発明のトナーが示す更に好ましい動的粘弾特性へ制御する手段と
しては、トナーを構成する樹脂成分の架橋構造や分子量分布を工夫する方法、動的粘弾特
性の異なる数種類の樹脂をブレンドする方法、樹脂成分中にフィラー効果を発現する添加
剤を加えて粘弾特性を変化させる方法、トナー粒子を例えばコアシェル構造として構造的
に粘弾特性を変化させる方法、或いはこれらの複合方法等で制御することができる。
【００８３】
　これらの中でも、トナーを構成する樹脂成分の架橋構造や分岐密度を制御する方法が粘
弾性の制御に優れ、最も安定した低温定着特性と耐久現像特性を示すことができ好ましい
。
【００８４】
　本発明のトナーは、オルトジクロロベンゼン（ＯＤＣＢ）可溶成分の高温ＧＰＣ－ＲＡ
ＬＬＳ－粘度計分析によって測定される絶対分子量Ｍｗが４．０×１０4以上２．０×１
０5以下であり、
　該分析における絶対分子量（Ｍｗ）の常用対数（ｌｏｇ〔Ｍｗ〕）が５．００以上の樹
脂成分（ｓ）の粘度Ｉｖ（ｓ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ（ｓ）］）を、絶対分子量Ｍｗ
（ｓ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍｗ（ｓ）］）に対してプロットした際の傾きａ（ｓ）が０
．３０以上、０．７０以下であり、該分析における粘度計が検出したクロマトグラムの全
樹脂成分（ａ）の粘度Ｉｖ（ａ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ（ａ）］）を、絶対分子量Ｍ
ｗ（ａ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍｗ（ａ）］）に対してプロットした際の傾きをａ（ａ）
としたとき、ａ（ｓ）／ａ（ａ）が０．２０以上０．８０以下であることが好ましい。
【００８５】
　高温ＧＰＣ－ＲＡＬＬＳ－粘度計分析においては、直鎖型ポリマーと分岐型ポリマーの
分布情報が得られる。一般に、高分子は分子量が大きくなるに従って、その構造の嵩高さ
の影響で粘度が上昇する。また、同一分子量の高分子で分岐度の異なる高分子の粘度を比
較した場合、分岐度が高くなる程分子の広がりが抑制され回転半径も小さくなるためその
粘度が低下する。従って、単一モノマーの繰り返し構造からなる高分子において、粘度Ｉ
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ｖの常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ］）を、絶対分子量Ｍｗの常用対数（ｌｏｇ［Ｍｗ］）に対
してプロットした場合、リニアな直線関係が得られる。直鎖状高分子が示す直線の傾きに
対して、分岐型高分子の傾きは小さくなるので、この関係を利用することにより、分子量
分布における分岐型ポリマーの分布状態を大凡掴むことができる。
【００８６】
　一般的に、絶対分子量の小さい高分子の熱的特性は、高分子の分子鎖同士の絡まりが緩
いため、分岐構造を導入しても熱が与えられると自由運動が比較的活発に行われ、弾性率
を維持することが難しいとされている。
【００８７】
　しかし本発明においては、樹脂成分に分岐構造を導入することで、高次に発達したスト
ラクチャー構造を持つカーボンブラックや相互作用で共に存在する極性樹脂とメインバイ
ンダーの分岐構造が局所的な絡み合いを生じるものと考えられる。
【００８８】
　トナー粒子中に多数存在するカーボンブラックを介した上記絡み合い構造は、メインバ
インダーの柔軟な架橋点として作用すると考えられ、温度上昇に伴う粘性低下に抗してゴ
ム状弾性状態を高温域までシフトさせることが可能になる。
【００８９】
　従って、本発明の動的粘弾性を好適に達成する樹脂組成としては、絶対分子量の重量平
均分子量（Ｍｗ）を４．０×１０4以上２．０×１０5以下とし、且つこのサイズの高分子
に分岐を有する高分子を含有するものが好ましい。
【００９０】
　分岐構造を有する樹脂組成にすることで、定着時における樹脂粘度と弾性率を良好な値
に制御することができ、良好な定着性能と高い画像光沢度が得られる。
【００９１】
　また、本発明の動的粘弾性を達成する上で更に好ましい樹脂組成は、分岐構造を有する
高分子が高分子量側に多く分布する樹脂組成であることが好ましい。
【００９２】
　高分子量成分の分岐度が多いと構造的な強度をより高めることができ、またそれらは絶
対分子量が小さい組成であるが故に、温度上昇に対して粘度低下が著しく速やかな緩和特
性を示すため、よりきれいなベタ黒画像を達成することができる。
【００９３】
　尚、分岐度に分布を有する樹脂組成の動的粘弾性に及ぼす作用は、貯蔵弾性率Ｇ’の緩
和点（Ｐ１）に達するまでの維持特性と、緩和点以降の溶融粘度の変化度合い、即ち損失
正接ｔａｎδの変化を制御することができる。
【００９４】
　本発明における絶対分子量（Ｍｗ）の常用対数（ｌｏｇ〔Ｍｗ〕）が５．００以上の樹
脂成分（ｓ）とは、本発明の好ましい絶対分子量であるＭｗが４．０×１０4以上２．０
×１０5以下のＭｗ分布において、高分子量側の抽出成分を意味している。
【００９５】
　この高分子量側の抽出成分において、粘度Ｉｖ（ｓ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ（ｓ）
］）を絶対分子量Ｍｗ（ｓ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍｗ（ｓ）］）に対してプロットした
際の傾きａ（ｓ）を、高分子量成分が示す分岐度合いの指標として定義する。
【００９６】
　本発明のトナーが構成する樹脂成分の分岐度合いａ（ｓ）を０．３０以上０．７０以下
とすることで、架橋成分が有効に働き、高い画像光沢性と低温定着特性の両立が安定して
図られる。
【００９７】
　また、本発明における分岐度の分布は、ＯＤＣＢに可溶な全分子量成分（ａ）が示す分
岐度に対する、上記で説明した高分子量側の成分（ｓ）が示す分岐度の割合として求めた
値と定義する。
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【００９８】
　すなわち、粘度計が検出したクロマトグラムの全樹脂成分（ａ）の粘度Ｉｖ（ａ）の常
用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ（ａ）］）を、絶対分子量Ｍｗ（ａ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍｗ（
ａ）］）に対してプロットした際の傾きをａ（ａ）としたとき、ａ（ｓ）／ａ（ａ）とし
て求めた値を示す。
【００９９】
　ａ（ｓ）／ａ（ａ）の値を０．２０以上０．８０以下、より好ましくは０．３５以上０
．７０以下、更に好ましくは０．３０以上０．６０以下とすることで、低温定着において
樹脂の架橋成分の分布が有効に働き、定着可能な温度領域を更に広げることができる。
【０１００】
　更に、本発明のトナーの全樹脂成分（ａ）が示す傾きａ（ａ）は、０．５０以上１．４
０以下であることが好ましい。
【０１０１】
　全樹脂成分が示す分岐度ａ（ａ）を上記範囲が示す状態に制御することで、更に定着可
能温度領域を広げることができ、定着品質の安定性を高めることができる。
【０１０２】
　本発明における、粘度Ｉｖの常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ］）を絶対分子量（Ｍｗ）の常用
対数（ｌｏｇ［Ｍｗ］）に対してプロットした際の傾きａの求め方は、本体付属の解析ソ
フトでＭａｒｋ－Ｈｏｕｗｉｎｋ－Ｓａｋｕｒａｄａ　Ｐｌｏｔｓを行い、任意の分析範
囲を指定することで求められる（図２参照）。
【０１０３】
　尚、本発明のトナーを構成する樹脂成分の分子量及び分岐度分布を制御するには、予め
分子量と分岐度を制御した複数種の樹脂成分を、必要に応じて相溶化剤を用いて、ブレン
ドする方法や、重合法によってモノマーを重合して直接、トナー粒子を製造する場合に、
水素引き抜き効果の高い開始剤を選択し、添加方法や活性条件を調整することで架橋反応
やグラフト重合をコントロールして分岐を制御する方法を挙げることができる。また、モ
ノマー種の選択や、架橋剤の添加によっても制御することができる。
【０１０４】
　本発明のトナーは、トナーのＴＨＦ不溶分が１０．０質量％以下であることが好ましい
。
【０１０５】
　ＴＨＦ不溶成分を構成する樹脂は、高度に架橋が進んだ所謂超高分子成分であり、この
ような成分は定着時においてオフセット性を高める効果を有するが、１０．０質量％以下
に抑えることで、より安定した低温定着特性と高い光沢度を示すことができる。
【０１０６】
　本発明のトナーは、トナーのＴＨＦ可溶成分のＧＰＣ測定による最大ピーク分子量が１
．０万以上３．０万以下に存在することが好ましい。
【０１０７】
　ＴＨＦ可溶成分が示す最大ピーク分子量は、定着時における溶融粘度のベースとなる重
要なファクターの一つである。最大ピーク分子量を上記範囲とすることで、優れたオフセ
ット性とより平滑なベタ黒画像の定着品質を再現することができる。
【０１０８】
　本発明のトナーは、スチレン系の結着樹脂に加え、更に極性を有するスチレン系樹脂を
必須成分として含有する。
【０１０９】
　本発明の特徴的な動的粘弾性挙動は、トナー粒子を構成する低いガラス転移点を有する
メインバインダー中に、極性基を有する比較的高いガラス転移点を有する樹脂と、カーボ
ンブラックを均一に分散することで達成されると考えている。
【０１１０】
　本発明のトナーの特徴的な動的粘弾性挙動は、溶融時の著しい粘度低下を抑制し且つ弾
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性率を一定温度まで維持する特性と、一定温度以降の温度においては速やかな弾性率の緩
和現象を有するものである。理由は必ずしも明らかにはなっていないが、本発明者らは極
性樹脂の添加と上記特性発現の因果関係を以下のように考えている。
【０１１１】
　一般にカーボンブラックの表面には多数の官能機が存在することが知られているが、そ
れらの官能基と極性基を有する樹脂とは水素結合等の相互作用により近い距離で存在する
と考えられる。
【０１１２】
　カーボンブラックの高次ストラクチャー構造と、極性樹脂とが絡まった状態を形成し、
且つそれらがトナー粒子を構成するメインバインダー中に均一に分散された状態において
は、以下の特性を発現すると本発明者らは予想している。
【０１１３】
　即ち、メインバインダーの溶融状態において、極性樹脂の熱的特性が部分的に機能する
ことや、カーボンブラック本来のフィラー効果が樹脂との絡まりにより強化されることに
より、構造体としての働きが強くなるものと考えている。
【０１１４】
　従って、上記構造的な因子によって、一定温度に達するまでは溶融粘度及び貯蔵弾性率
の維持機能が働き、またそれ以降の温度においては速やかに溶融状態に移行するものと推
測している。
【０１１５】
　上記機能を効果的に発現させるためには、メインバインダー成分と添加する極性樹脂と
の間にある程度の相溶性があることが必要である。
【０１１６】
　本発明のトナー粒子の構成成分は、スチレン系のメインバインダー樹脂とスチレン系の
極性基を有する樹脂を用いることが必須であり、優れた相溶性を示すことで温度変化に対
して極めて敏感な粘弾性変化を発現することができる。
【０１１７】
　また、本発明において極性基を有する樹脂の含有は、下記に説明する別の効果もあると
推測している。
【０１１８】
　一般に、従来の低温定着特性に優れるトナーは結着樹脂のガラス転移点を低く設定せざ
るを得ないため、保管や輸送時或いは現像機内において熱やストレスを受けた場合、離型
剤等の添加剤が粒子表面にブリードアウトし易い傾向を有していた。
【０１１９】
　離型剤等のブリードアウトが発生すると、トナー粒子の表面性も変化するため、帯電量
の低下、ひいては現像品質の低下を引き起こす。従って、低温定着性を有するトナーには
、定着品質と共に、現像品質を維持できる耐久性の向上も、求められる性能である。
【０１２０】
　この課題に対して、スチレン系の結着樹脂とカーボンブラックと極性基を有するスチレ
ン系樹脂をトナー粒子の必須構成成分として用いた場合、トナー粒子が含有する離型剤の
ブリードアウトを抑える効果があることが確認された。
【０１２１】
　その理由は必ずしも明確にはなっていないが、本発明者らは以下の理由によるものと考
えている。
【０１２２】
　カーボンブラック粒子の表面に存在すると言われている極性基と極性樹脂の極性基が相
互作用により親和性を示し、その結果カーボンブラックの極性が弱められる。
【０１２３】
　極性が弱められたカーボンブラックは、添加される離型剤との親和力が相対的に強くな
るため、離型剤由来のブリードアウト成分のカーボンブラックによる補足効果が高まるこ



(15) JP 5441386 B2 2014.3.12

10

20

30

40

50

とによるものと推測している。
【０１２４】
　本発明のトナーを構成するスチレン系の結着樹脂としては、スチレン系樹脂をベースと
したアクリル系樹脂やアクリル酸系樹脂との共重合体が適している。共重合体とすること
で、本発明の動的粘弾性挙動を達成するための樹脂設計の自由度が増すと共に、現像安定
性にも優れた効果を発揮する。
【０１２５】
　本発明のトナーが含有する、極性を有するスチレン樹脂は、Ｍｗが８０００以上５００
００以下、酸価又は水酸基価が３ｍｇＫＯＨ／ｇ以上３０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であり、ト
ナー粒子を構成する結着樹脂成分に対して３．０質量部以上３０．０質量部以下含有する
ことが好ましい。
【０１２６】
　極性基を有するスチレン系樹脂のＭｗを上記範囲内とすることで、スチレン系の結着樹
脂との相溶性に優れるため、定着特性と現像特性の効果をより効果的に発揮できる。
【０１２７】
　極性基を有するスチレン系樹脂の酸価又は水酸基価を上記範囲とすることで、カーボン
ブラックとの親和力が好適に機能するため、定着品質及び耐久現像性が更に優れる。
【０１２８】
　また、極性基を有するスチレン系樹脂の含有量を上記範囲とすることで、広い定着可能
温度領域において、より安定した定着品質を得ることができる。
【０１２９】
　上記極性基を有するスチレン系樹脂のガラス転移温度は８０℃以上１２０℃以下である
ことが好ましい。本発明のトナー粒子が含有する、極性基を有するスチレン系樹脂のガラ
ス転移温度を上記温度内とすることで、本発明のスチレン系の結着樹脂との相溶効果と構
造的な弾性率の補強効果を高めることができ、優れた低温定着性能を示すことができる。
【０１３０】
　尚、本発明の極性基を有するスチレン系樹脂の具体例としては、スチレン－アクリル酸
共重合体、スチレン－メタクリル酸共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体等が挙げら
れる。
【０１３１】
　また、本発明の極性基を有するスチレン系樹脂が、水酸基価を有するものである場合、
例えば下記の構造式で示される繰り返し単位（Ｉ）を少なくとも有するビニル重合体であ
ることが好ましい。
【０１３２】
【化１】

（式中、Ｒ1は（ＣＨ2）ｎ，ｎ＝１～４、或いは炭素数が１～６のアルキル基であり、繰
り返し単位（Ｉ）は複数種類であっても良い。）
【０１３３】
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　本発明において、少なくとも上記の構造式で示される繰り返し単位（Ｉ）を持つ重合体
組成物を用いる場合、繰り返し単位（Ｉ）は複数種類存在しても良い。上記の構造式にお
いて、Ｒ1は（ＣＨ2）ｎ　，ｎ＝１～４、或いは炭素数が１～６のアルキル基を示す。
【０１３４】
　繰り返し単位（Ｉ）としては、例えばヒドロキシメチルメタクリレート、２－ヒドロキ
シエチルメタクリレート、３－ヒドロキシプロピルメタクリレート、４－ヒドロキシブチ
ルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、ヒドロキシイソブチルメタ
クリレート等の重合物等をあげることができる。
【０１３５】
　上記繰り返し単位（Ｉ）を持つ重合体組成物としては、例えばスチレン－ヒドロキシメ
チルメタクリレート共重合体、α－メチルスチレン－２－ヒドロキシエチルメタクリレー
ト共重合体、スチレン－α－メチルスチレン－２－ヒドロキシエチルメタクリレート共重
合体、スチレン－２－ヒドロキシエチルメタクリレート－メタクリル酸－メタクリル酸メ
チル共重合体、スチレン－ｎ－ブチルアクリレート－２－ヒドロキシエチルメタクリレー
ト－メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－α－メチルスチレン－２－ヒドロキシエチ
ルメタクリレート－メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－α－メチルスチレン－２－
ヒドロキシエチルメタクリレート－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重合体等をあげ
ることができる。
【０１３６】
　本発明のトナー粒子は、スルホン酸基、スルホン酸塩基又はスルホン酸エステル基を有
する重合体または共重合体を含有することが好ましい。
【０１３７】
　上記樹脂成分は、スチレン系の結着樹脂中への、スチレン系の極性樹脂やその他の極性
を有する内添剤の分散性を高める働きを示すため、それらの樹脂を含有することで、低温
定着品質と帯電安定性を更に高めることができる。
【０１３８】
　特に、本発明の必須成分である極性基を有する樹脂の分散性が悪い場合、帯電環境特性
が悪化する弊害が見られるため、帯電制御能力に優れ、且つ分散助剤としても働く上記樹
脂の存在は、現像性の向上に非常に有効である。
【０１３９】
　本発明のスルホン酸基、スルホン酸基塩又はスルホン酸エステル基を有する重合体を製
造するための単量体としては、スチレンスルホン酸、２－アクリルアミド－２－メチルプ
ロパンスルホン酸、２－メタクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、ビニルスル
ホン酸、メタクリルスルホン酸やそれらのアルキルエステルが挙げられる。
【０１４０】
　本発明に用いられるスルホン酸基、スルホン酸基塩又はスルホン酸エステル基を含有す
る重合体は、上記単量体の単独重合体であっても構わないが、上記単量体と他の単量体と
の共重合体であっても構わない。上記単量体と共重合体をなす単量体としては、ビニル系
重合性単量体があり、先の結着樹脂成分の説明で例示した単官能性重合性単量体或いは多
官能性重合性単量体を使用することが出来る。
【０１４１】
　上記スルホン酸基等を有する重合体は、重合性単量体又は結着樹脂１００質量部に対し
０．０１乃至５．０質量％を含有することが好ましい。より好ましくは、０．１乃至３．
０質量％である。
【０１４２】
　上記スルホン酸基等を有する重合体が０．０１乃至５．００質量％の場合には、トナー
構成成分の分散効果をより安定して発揮することができ、定着品質及び帯電安定効果に優
れる。
【０１４３】
　本発明のトナー粒子は、水系媒体中で製造されたものであることが好ましい。
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【０１４４】
　水系媒体中で製造すると、トナー粒子を構成する物質のトナー粒子間組成均一性が高ま
るため、より優れた定着性能と現像特性を発現できる。
【０１４５】
　水系媒体中でトナー粒子を製造する方法としては、以下の方法が挙げられる。トナー必
須成分から構成される乳化液を水系媒体中で凝集させる乳化凝集法；有機溶媒中にトナー
必須成分を溶解させた後、水系媒体中で造粒後有機溶媒を揮発させる懸濁造粒法；トナー
必須成分を溶解させた重合性単量体を直接水系媒体中で造粒後重合する懸濁重合法や乳化
重合法；その後シード重合を利用しトナーに外層を設ける方法；界面重縮合や液中乾燥に
代表されるマイクロカプセル法。
【０１４６】
　特に、本発明のトナーを懸濁重合法を用いて製造する場合、構成成分のＳＰ値の違いに
より、必須成分である極性基を有するスチレン系樹脂がトナー粒子の再外殻を形成する。
この、所謂コアシェル構造を有するトナーは、再外殻を形成する樹脂により低いガラス転
移点を有するコア粒子のブロッキング機能が働くため、低温定着品質と帯電性能の双方を
更に高めることができる。
【０１４７】
　本発明のブラックトナーは、着色剤としてカーボンブラックを必須成分として含有する
。本発明におけるカーボンブラックの働きは、着色剤としての機能に加えて、先に説明し
た極性樹脂との相互作用により構造的な強度を高める機能も有するため、本発明の動的粘
弾挙動を達成する上で必須となる成分である。
【０１４８】
　本発明者らの検討によると、全容は必ずしも解明されて無いが、結着樹脂中にカーボン
ブラックを均一に分散させた樹脂組成においては、低温定着プロセスにおいて粘性の維持
と僅かに弾性的な性質を高める所謂フィラー効果を有することが確認された。
【０１４９】
　この効果は従来の定着プロセスに対応したトナーにおいては、樹脂特性の粘弾性挙動の
影響が大きいために検出し難いものであった。
【０１５０】
　しかし、低分子量成分を主成分とする溶融特性が低粘度を示すトナーにおいては、溶融
状態で僅かな弾性成分として機能することが確認された。
【０１５１】
　この性質は、単に低分子量成分を示す樹脂中にカーボンブラックを分散させるだけでは
有効となる弾性率は発現せず、結着樹脂成分の架橋密度や極性樹脂或いは離型剤の存在等
、複雑な相互作用により再現する効果であることがわかっている。
【０１５２】
　本発明のトナーが含有するカーボンブラックは、平均一次粒子径が１０ｎｍ以上１００
ｎｍ以下、ＤＢＰ吸油量が３５ｍｌ／１００ｇ以上１７０ｍｌ／１００ｇ以下、ｐＨが５
．０以上１０．０以下であって、トナー粒子に対する含有量が５．０質量％以上１２．０
質量％以下であることが好ましい。
【０１５３】
　カーボンブラックを上記物性及び添加量にすることで、フィラー効果による構造的な強
度を高める働きや、離型剤のブリードアウト成分を捕捉する効果がより安定して機能する
ため、定着可能温度域を更に広げることや、耐久現像特性を高めることができる。
【０１５４】
　また、本発明のトナーを懸濁重合法により製造する場合においては、上記カーボンブラ
ックの示す重合阻害性をうまく利用することで、低分子量成分の量と架橋成分量を所望の
分布に導く制御も可能であり、低温定着品質を更に高めることができる。
【０１５５】
　カーボンブラックの一次粒径が１０ｎｍに満たない場合、このようなカーボンブラック



(18) JP 5441386 B2 2014.3.12

10

20

30

40

50

は凝集性が高く、また離型剤に取り込まれる傾向も示すため、トナー粒子中での分散性に
劣り、着色力が低くなることがある。
【０１５６】
　一方、１００ｎｍを超える場合、トナー粒子中での構造体としての機能が弱く、また着
色力自体も低い傾向を示し好ましく無い。
【０１５７】
　カーボンブラックのＤＢＰ吸油量が３５ｍｌ／１００ｇに満たない場合、カーボンブラ
ックの高次構造が比較的小さい傾向を示すため、フィラー効果が小さく損失弾性率Ｇ”を
維持する効果が弱まる。
【０１５８】
　一方、１７０ｍｌ／１００ｇを超える場合、ワックス成分との親和力が強まりワックス
を取り込む傾向を示すため、定着時に速やかなワックスの染み出しができず、離型効果が
損なわれることがある。
【０１５９】
　カーボンブラックのｐＨが５．０に満たない場合、このようなカーボンブラックは表面
官能基が多いため、重合トナーに用いた場合にメインバインダーの重合阻害因子となり、
分子量制御が難しくなる。
【０１６０】
　一方、カーボンブラックのｐＨが１０．０を超える場合、官能基が少く極性樹脂との親
和力に劣るため、フィラー効果が小さくなる。
【０１６１】
　本発明のブラックトナーを、少なくともイエロートナーと、マゼンタトナーと、シアン
トナーと、からなるフルカラー画像形成方法に適用する場合、各色トナーの動的粘弾性試
験により測定した損失弾性率Ｇ”の極大値がいずれも５０℃以上６２℃以下に存在し、ブ
ラックトナーの損失正接（ｔａｎδ）の極小値を示す温度（Ｐ１）の前後１０℃の温度領
域における損失正接ｔａｎδの値がいずれもブラックトナーのｔａｎδよりも大きく且つ
０．７０以上、１０．００以下であることが好ましい。
【０１６２】
　ブラックトナーとカラートナーの動的粘弾性を上記範囲内とすることで、フルカラー画
像を構成する２次色や３次色と、単色のブラックトナーが示す光沢度の値を近づけること
ができ、グロスバランス及び発色性に優れたフルカラー定着画像を得ることができる。
【０１６３】
　また、出力画像によっては、カラートナーの３次色によりブラックを再現する所謂プロ
セスブラックを用いるケースも考えられる。
【０１６４】
　そのようなケースにおいても、単色ブラックとプロセスブラックの質感の違いを限りな
く近づける制御が可能であるため、フルカラー画像の表現力を更に高めることができる。
【０１６５】
　カラートナーの損失弾性率Ｇ”の極大値を、いずれも５０℃以上６２℃以下にすること
で、フルカラー画像における高発色性及び高光沢度が十分発揮され、かつ本発明のブラッ
クトナーの低温定着性及びベタ黒画像品質にも優れたフルカラー定着画質が得られる。
【０１６６】
　ブラックトナーの損失正接（ｔａｎδ）の極小値を示す温度（Ｐ１）の前後１０℃の温
度領域において、カラートナーの損失正接ｔａｎδの値をブラックトナーのｔａｎδの値
よりも大きく且つ０．７０以上１０．００以下とすることで、ブラックトナーのベタ黒品
質と、カラートナーの複数色による混色性を、低温定着プロセスにおいてバランス良く発
揮することができ、色空間再現性にも優れたフルカラー画像が得られる。
【０１６７】
　次に、本発明の効果をより安定して発揮するための好ましい構成について説明する。
【０１６８】
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　本発明のトナーの示差走査熱量計（ＤＳＣ）により求めたガラス転移温度（Ｔｇ）は、
４０℃以上、６０℃以下であることがより好ましい。
【０１６９】
　上記温度範囲とすることで、本発明のトナーの動的粘弾特性を好ましいプロファイルに
制御することが容易になり、安定した低温定着性能を示すことができる。
【０１７０】
　本発明のトナーは、重量平均粒径（Ｄ４）が４．５μｍ以上８．０μｍ以下であること
が好ましい。トナーの重量平均粒径（Ｄ４）を上記値の範囲内とすることで、帯電分布の
安定性が更に高まるため、使用環境条件が変化してもカブリが少なくドット再現性に優れ
た現像特性を満足することができる。
【０１７１】
　本発明のトナーの平均円形度は、画像処理解像度５１２×５１２画素（１画素あたり０
．３７μｍ×０．３７μｍ）のフロー式粒子像測定装置によって計測された円形度を、０
．２００乃至１．０００の円形度範囲に８００分割して解析されたものであり、０．９６
０以上０．９９５以下であることが好ましい。
【０１７２】
　フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－３０００」（シスメックス社製）の測定原理は、
流れている粒子を静止画像として撮像し、画像解析を行うというものである。試料チャン
バーへ加えられた試料は、試料吸引シリンジによって、フラットシースフローセルに送り
込まれる。フラットシースフローに送り込まれた試料は、シース液に挟まれて扁平な流れ
を形成する。フラットシースフローセル内を通過する試料に対しては、１／６０秒間隔で
ストロボ光が照射されており、流れている粒子を静止画像として撮影することが可能であ
る。また、扁平な流れであるため、焦点の合った状態で撮像される。粒子像はＣＣＤカメ
ラで撮像され、撮像された画像は５１２×５１２の画像処理解像度（一画素あたり０．３
７×０．３７μｍ）で画像処理され、各粒子像の輪郭抽出を行い、粒子像の投影面積Ｓや
周囲長Ｌ等が計測される。
【０１７３】
　次に、上記面積Ｓと周囲長Ｌを用いて円相当径と円形度を求める。円相当径とは、粒子
像の投影面積と同じ面積を持つ円の直径のことであり、円形度Ｃは、円相当径から求めた
円の周囲長を粒子投影像の周囲長で割った値として定義され、次式で算出される。
【０１７４】
　　　円形度Ｃ＝２×（π×Ｓ）1/2／Ｌ
【０１７５】
　粒子像が円形の時に円形度は１になり、粒子像の外周の凹凸の程度が大きくなればなる
ほど円形度は小さい値になる。各粒子の円形度を算出後、円形度０．２００乃至１．００
０の範囲を８００分割し、得られた円形度の相加平均値を算出し、その値を平均円形度と
する。
【０１７６】
　トナーの平均円形度が０．９６０以上である場合、特に高速一成分現像システムにおい
ては歪な粒子が引き起こす現像ブレード融着等の弊害を抑止する効果が働くため、耐久特
性に優れる。一方、平均円形度が０．９９５以下である場合は、潜像担持体上に残った所
謂転写残トナーのブレードクリーニング性が高まるため好ましい。
【０１７７】
　以下に、本発明で用いられる材料について説明する。
【０１７８】
　本発明のトナー粒子の結着樹脂としては、ポリスチレン、ポリビニルトルエンなどのス
チレン及びその置換体の単重合体；スチレン－プロピレン共重合体、スチレン－ビニルト
ルエン共重合体、スチレン－ビニルナフタリン共重合体、スチレン－アクリル酸メチル共
重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重合体、スチレン－アクリル酸ブチル共重合体、
スチレン－アクリル酸オクチル共重合体、スチレン－アクリル酸ジメチルアミノエチル共
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重合体、スチレン－メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－メタクリル酸エチル共重合
体、スチレン－メタクリル酸ブチル共重合体、スチレン－メタクリル酸ジメチルアミノエ
チル共重合体、スチレン－ビニルメチルエーテル共重合体、スチレン－ビニルエチルエー
テル共重合体、スチレン－ビニルメチルケトン共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体
、スチレン－イソプレン共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－マレイン
酸エステル共重合体などのスチレン系共重合体；ポリメチルメタクリレート、ポリブチル
メタクリレート、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリビニルブチラー
ル、シリコーン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、エポキシ樹脂、ポリアクリル
酸樹脂、ロジン、変性ロジン、テルペン樹脂、フェノール樹脂、脂肪族または脂環族炭化
水素樹脂、芳香族系石油樹脂などが単独或いは混合して使用できるが、スチレン系共重合
体が必ずトナー粒子の主成分（構成樹脂成分における最も多く含有する樹脂）となるよう
に含有する。
【０１７９】
　本発明のトナーを重合方法で製造する際に用いられる重合性単量体としては、ラジカル
重合が可能なビニル系重合性単量体が用いられる。前記ビニル系重合性単量体としては、
単官能性重合性単量体或いは多官能性重合性単量体を使用することが出来る。単官能性重
合性単量体としては、スチレン；α－メチルスチレン、β－メチルスチレン、ο－メチル
スチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、ｐ－
ｎ－ブチルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－
ｎ－オクチルスチレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ド
デシルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－フェニルスチレンのようなスチレン誘導体
；メチルアクリレート、エチルアクリレート、ｎ－プロピルアクリレート、ｉｓｏ－プロ
ピルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、ｉｓｏ－ブチルアクリレート、ｔｅｒｔ－
ブチルアクリレート、ｎ－アミルアクリレート、ｎ－ヘキシルアクリレート、２－エチル
ヘキシルアクリレート、ｎ－オクチルアクリレート、ｎ－ノニルアクリレート、シクロヘ
キシルアクリレート、ベンジルアクリレート、ジメチルフォスフェートエチルアクリレー
ト、ジエチルフォスフェートエチルアクリレート、ジブチルフォスフェートエチルアクリ
レート、２－ベンゾイルオキシエチルアクリレートのようなアクリル系重合性単量体；メ
チルメタクリレート、エチルメタクリレート、ｎ－プロピルメタクリレート、ｉｓｏ－プ
ロピルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、ｉｓｏ－ブチルメタクリレート、ｔ
ｅｒｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－アミルメタクリレート、ｎ－ヘキシルメタクリレー
ト、２－エチルヘキシルメタクリレート、ｎ－オクチルメタクリレート、ｎ－ノニルメタ
クリレート、ジエチルフォスフェートエチルメタクリレート、ジブチルフォスフェートエ
チルメタクリレートのようなメタクリル系重合性単量体；メチレン脂肪族モノカルボン酸
エステル；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、安息香酸ビニル、ギ酸ビニル
のようなビニルエステル；ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニルイソブ
チルエーテルのようなビニルエーテル；ビニルメチルケトン、ビニルヘキシルケトン、ビ
ニルイソプロピルケトンのようなビニルケトンが挙げられる。
【０１８０】
　多官能性重合性単量体としては、ジエチレングリコールジアクリレート、トリエチレン
グリコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレート、ポリエチレング
リコールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリ
コールジアクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリ
コールジアクリレート、２，２’－ビス（４－（アクリロキシ・ジエトキシ）フェニル）
プロパン、トリメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラア
クリレート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレ
ート、トリエチレングリコールジメタクリレート、テトラエチレングリコールジメタクリ
レート、ポリエチレングリコールジメタクリレート、１，３－ブチレングリコールジメタ
クリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメ
タクリレート、ポリプロピレングリコールジメタクリレート、２，２’－ビス（４－（メ
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タクリロキシ・ジエトキシ）フェニル）プロパン、２，２’－ビス（４－（メタクリロキ
シ・ポリエトキシ）フェニル）プロパン、トリメチロールプロパントリメタクリレート、
テトラメチロールメタンテトラメタクリレート、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタリン
、ジビニルエーテル等が挙げられる。
【０１８１】
　本発明においては、前記した単官能性重合性単量体を単独で或いは２種以上組み合わせ
て、又は前記した単官能性重合性単量体と多官能性重合性単量体を組み合わせて使用する
ことができる。多官能性重合性単量体は架橋剤としても作用するため、樹脂成分の分岐度
を調整することで所望の動的粘弾を再現する方法として有効である。
【０１８２】
　本発明のトナーは、結着樹脂成分の分子量及び分岐度を制御する手段として、結着樹脂
の合成時に架橋剤を用いることが好ましい。
【０１８３】
　本発明に用いられる架橋剤としては、２官能の架橋剤として、以下のものが挙げられる
。ジビニルベンゼン、ビス（４－アクリロキシポリエトキシフェニル）プロパン、エチレ
ングリコールジアクリレート、１，３－ブチレングリコールジアクリレート、１，４－ブ
タンジオールジアクリレート、１，５－ペンタンジオールジアクリレート、１，６－ヘキ
サンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、ジエチレングリ
コールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコ
ールジアクリレート、ポリエチレングリコール＃２００、＃４００、＃６００の各ジアク
リレート、ジプロピレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコールジアクリ
レート、ポリエステル型ジアクリレート（ＭＡＮＤＡ日本化薬）、及び上記のジアクリレ
ートをジメタクリレートに代えたもの。
【０１８４】
　多官能の架橋剤としては、以下のものが挙げられる。ペンタエリスリトールトリアクリ
レート、トリメチロールエタントリアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレ
ート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、オリゴエステルアクリレート及びそ
のメタクリレート、２，２－ビス（４－メタクリロキシポリエトキシフェニル）プロパン
、ジアリルフタレート、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート及びトリ
アリルトリメリテート。これらの架橋剤の添加量は、前記単量体１００質量部に対して、
好ましくは０．０２乃至２．００質量部、より好ましくは０．０５乃至１．００質量部で
ある。
【０１８５】
　本発明のトナーが、結着樹脂の分子量及び分岐度を制御するために用いることのできる
重合開始剤としては、油溶性開始剤及び／又は水溶性開始剤が用いられる。好ましくは、
重合反応時の反応温度における半減期が０．５乃至３０時間のものである。また重合性単
量体１００質量部に対し０．５乃至２０質量部の添加量で重合反応を行うと、通常、分子
量１万乃至１０万の間に極大を有する重合体を得ることができる。
【０１８６】
　重合開始剤としては、２，２’－アゾビス－（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２
，２’－アゾビスイソブチロニトリル、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン－１－カル
ボニトリル）、２，２’－アゾビス－４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル、
アゾビスイソブチロニトリル如きのアゾ系またはジアゾ系重合開始剤；ベンゾイルパーオ
キサイド、ｔ－ブチルパーオキシ２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシピバ
レート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノエート
、メチルエチルケトンパーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシカーボネート、クメン
ヒドロパーオキサイド、２，４－ジクロロベンゾイルパーオキサイド、ラウロイルパーオ
キサイド如きの過酸化物系重合開始剤等が例示できる。
【０１８７】
　本発明においては、所望の粘弾特性に制御す一つの手段として、結着樹脂の分岐度を制
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御する方法が効果的である。
【０１８８】
　結着樹脂の分岐度を制御する上で最も好ましい開始剤の選択及び条件としては、水素引
き抜き効果の高い開始剤を重合反応初期時に活性状態で用いる方法が挙げられる。水素引
き抜き能の高い開始剤としては、有機過酸化物系の開始剤が好ましく、ｔ－ブトキシラジ
カルを発生するパーブチル系の有機過酸化物の使用が最も好ましい。また、本発明におけ
る開始剤の活性状態の好ましい雰囲気とは、例えば開始剤の１０時間半減期温度より１０
℃以上高い温度での重合状態等が挙げられる。
【０１８９】
　更に、本発明のトナーを構成する樹脂成分としては、平均分子量を低分子量に制御し、
その分子量分布内において高分子側の成分のみの分岐度を高めたものを用いることが好ま
しい。そのような樹脂成分は、定着溶融時における分子鎖の絡まりによる弾性維持と鎖長
が短いことによる速やかな弾性緩和が発現し易く、最も低温定着性と定着品質の向上に優
れる。そのような樹脂成分を得る方法は、例えば上記で述べた水素引き抜き能力の高い開
始剤を活性状態で使用し、且つ重合反応の途中に追加添加することで達成される。
【０１９０】
　本発明においては、結着樹脂を構成する重合性単量体の重合度を制御する手段として、
公知の連鎖移動剤、重合禁止剤等を更に添加し用いることも可能である。
【０１９１】
　本発明においては、低温での定着プロセスにおける離型効果と高い光沢度を再現させる
ために、ワックス成分を含有することが必須である。
【０１９２】
　本発明に用いられるワックスとしては以下のものが挙げられる。パラフィンワックス、
マイクロクリスタリンワックス、ペトロラクタム如きの石油系ワックス及びその誘導体；
モンタンワックス及びその誘導体；フィッシャートロプシュ法による炭化水素ワックス及
びその誘導体；ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックスの如きポリオレフィンワ
ックス及びその誘導体、カルナバワックス、キャンデリラワックスの如き天然ワックス及
びその誘導体。誘導体としては酸化物や、ビニル系モノマーとのブロック共重合物、グラ
フト変性物などが挙げられる。さらには、以下のものが挙げられる。高級脂肪族アルコー
ル；ステアリン酸、パルミチン酸の如きの脂肪酸；酸アミドワックス；エステルワックス
；硬化ヒマシ油及びその誘導体；植物系ワックス；動物性ワックス。これらの中でも特に
、低温定着時における離型性に優れるという観点からエステルワックス及び炭化水素ワッ
クスが好ましい。更に本発明のトナーにおいては、動的粘弾性を制御する上で結着樹脂中
におけるワックス成分の分散状態も効いてくるため、単分散性に優れる炭化水素系ワック
スの含有が最も好ましい。
【０１９３】
　該ワックスは結着樹脂１００質量部に対し４乃至２５質量部を含有させることが好まし
い。ワックスが４乃至２５質量部の場合には、トナーの加熱加圧時に適度なワックスのブ
リード性を持てることにより、優れた離型効果を発揮する。また、現像器内でトナーが受
ける様々なストレスにより、ワックスがトナー表面に染み出すことも抑えられ、トナー個
々の均一な摩擦帯電性を得ることができる。
【０１９４】
　本発明のブラックトナーを、フルカラー画像形成プロセスに適用する場合、他色のトナ
ーは、各々着色力を付与するために着色剤を必須成分として含有する。
【０１９５】
　本発明に好ましく使用される着色剤として、以下の有機顔料または染料、無機顔料が挙
げられる。
【０１９６】
　シアン系着色剤としての有機顔料又は有機染料としては、銅フタロシアニン化合物及び
その誘導体、アントラキノン化合物、塩基染料レーキ化合物が利用できる。具体的には、
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以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー７、
Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トブルー１５：２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５
：４、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６２、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントブルー６６。
【０１９７】
　マゼンタ系着色剤としての有機顔料又は有機染料としては、以下のものが挙げられる。
縮合アゾ化合物、ジケトピロロピロール化合物、アントラキノン、キナクリドン化合物、
塩基染料レーキ化合物、ナフトール化合物、ベンズイミダゾロン化合物、チオインジゴ化
合物、ペリレン化合物。具体的には、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド７、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット１９、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド２３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド４８：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７：１、
Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８１：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド１４４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１５０
、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６９、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド１７７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８５
、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０６、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド２２０、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４
。
【０１９８】
　イエロー系着色剤としての有機顔料又は有機染料としては、縮合アゾ化合物、イソイン
ドリノン化合物、アントラキノン化合物、アゾ金属錯体、メチン化合物、アリルアミド化
合物に代表される化合物が用いられる。具体的には、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．
ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７、Ｃ．Ｉ．
ピグメントイエロー６２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー８３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９４、Ｃ．Ｉ．
ピグメントイエロー９５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１０９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１１、Ｃ
．Ｉ．ピグメントイエロー１２０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２７、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントイエロー１２８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー
１４７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５４、Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー１５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１６８、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１７４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１
７６、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８１、Ｃ．Ｉ
．ピグメントイエロー１９１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１９４。
【０１９９】
　これらの着色剤は、単独又は混合し更には固溶体の状態で用いることができる。本発明
のトナーに用いられる着色剤は、色相角、彩度、明度、耐光性、ＯＨＰ透明性、トナー中
の分散性の点から選択される。
【０２００】
　該着色剤は、好ましくは結着樹脂１００質量部に対し１乃至２０質量部添加して用いら
れる。
【０２０１】
　本発明において重合法を用いてトナーを得る場合には、着色剤の持つ重合阻害性や水相
移行性に注意を払う必要があり、好ましくは、表面改質、例えば、重合阻害のない物質に
よる疎水化処理を着色剤に施しておいたほうが良い。特に、染料は、重合阻害性を有して
いるものが多いので使用の際に注意を要する。染料系を表面処理する好ましい方法として
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は、あらかじめこれら染料の存在下に重合性単量体を重合せしめる方法が挙げられ、得ら
れた着色重合体を単量体系に添加する。
【０２０２】
　本発明のトナーにおいては、前述で説明した帯電制御性に優れるスルホン酸基、スルホ
ン酸塩基又はスルホン酸エステル基を有する重合体または共重合体の他に、更に必要に応
じて荷電制御剤をトナー粒子と混合して用いることも可能である。
【０２０３】
　特に、前述のスルホン酸基、スルホン酸塩基又はスルホン酸エステル基を有する重合体
または共重合体の帯電特性は帯電量を維持する機能に優れるため、これらの樹脂と立ち上
がり特性に優れた荷電制御剤を併用して用いた場合、更に安定した現像特性が得られる。
【０２０４】
　荷電制御剤としては、公知のものが利用でき、特に摩擦帯電スピードが速く、かつ、一
定の摩擦帯電量を安定して維持できる荷電制御剤が好ましい。さらに、トナーを直接重合
法により製造する場合には、重合阻害性が低く、水系分散媒体への可溶化物が実質的にな
い荷電制御剤が特に好ましい。
【０２０５】
　荷電制御剤の例として、トナーを負荷電性に制御するものとしては、有機金属化合物、
キレート化合物が挙げられる。モノアゾ金属化合物、アセチルアセトン金属化合物、芳香
族オキシカルボン酸、芳香族ダイカルボン酸、オキシカルボン酸及びダイカルボン酸系の
金属化合物が挙げられる。他には、芳香族オキシカルボン酸、芳香族モノ及びポリカルボ
ン酸及びその金属塩、無水物、エステル類、ビスフェノールの如きフェノール誘導体類が
挙げられる。さらに、尿素誘導体、含金属サリチル酸系化合物、含金属ナフトエ酸系化合
物、ホウ素化合物、４級アンモニウム塩、カリックスアレーン、樹脂系帯電制御剤が挙げ
られる。
【０２０６】
　また、荷電制御剤の例として、トナーを正荷電性に制御するものとしては、以下のもの
が挙げられる。ニグロシン及び脂肪酸金属塩によるニグロシン変性物；グアニジン化合物
；イミダゾール化合物；トリブチルベンジルアンモニウム－１－ヒドロキシ－４－ナフト
スルフォン酸塩、テトラブチルアンモニウムテトラフルオロボレートの如き４級アンモニ
ウム塩、及びこれらの類似体であるホスホニウム塩等のオニウム塩及びこれらのレーキ顔
料；トリフェニルメタン染料及びこれらのレーキ顔料（レーキ化剤としては、りんタング
ステン酸、りんモリブデン酸、りんタングステンモリブデン酸、タンニン酸、ラウリン酸
、没食子酸、フェリシアン化物、フェロシアン化物）；高級脂肪酸の金属塩；樹脂系荷電
制御剤。
【０２０７】
　本発明のトナーは、これら荷電制御剤を単独で或いは２種類以上組み合わせて含有する
ことができる。
【０２０８】
　これら荷電制御剤の中でも、本発明の効果を十分に発揮するためには、含金属サリチル
酸系化合物が好ましく、特にその金属がアルミニウムもしくはジルコニウムが好ましい。
最も好ましい荷電制御剤としては、３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルサリチル酸アルミニウ
ム化合物である。
【０２０９】
　荷電制御剤の好ましい配合量は、結着樹脂１００質量部に対して０．０１乃至２０質量
部、より好ましくは０．５乃至１０質量部である。しかしながら、本発明のトナーには、
荷電制御剤の添加は必須ではなく、トナーの層厚規制部材やトナー担持体との摩擦帯電を
積極的に利用することでトナー中に必ずしも荷電制御剤を含ませる必要はない。
【０２１０】
　本発明のトナーを懸濁重合法において製造する場合、重合性単量体にワックス、極性樹
脂及び着色剤（更に必要に応じて重合開始剤、架橋剤、帯電制御剤、その他の添加剤）を



(25) JP 5441386 B2 2014.3.12

10

20

30

40

50

均一に溶解または分散せしめて重合性単量体組成物とする。その後、この重合性単量体組
成物を分散安定剤を含有する水系媒体中に適当な撹拌器を用いて分散し、そして重合反応
を行わせ、所望の粒径を有するトナー粒子を得るものである。上記トナー粒子は重合終了
後、公知の方法によって濾過、洗浄、乾燥を行い、必要により流動性向上剤を混合し表面
に付着させることで、本発明のトナーを得ることができる。
【０２１１】
　尚、重合反応を効率的に進行させる方法として、反応容器内の溶存酸素を管理すること
が好ましい。溶存酸素が少なければ重合反応は効率化する。その結果、現像耐久性や定着
性に悪影響を及ぼす低分子量成分の生成を抑制でき、安定した性能を発揮できる。
【０２１２】
　水系分散媒体調製時に使用する分散剤としては、公知の無機系及び有機系の分散剤を用
いることができる。
【０２１３】
　具体的には、無機系の分散剤としては、以下のものが挙げられる。リン酸三カルシウム
、リン酸マグネシウム、リン酸アルミニウム、リン酸亜鉛、炭酸マグネシウム、炭酸カル
シウム、水酸化カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム、メタケイ酸カル
シウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、ベントナイト、シリカ、アルミナが挙げられる
。また、有機系の分散剤としては、例えば、ポリビニルアルコール、ゼラチン、メチルセ
ルロース、メチルヒドロキシプロピルセルロース、エチルセルロース、カルボキシメチル
セルロースのナトリウム塩、デンプン。
【０２１４】
　また、市販のノニオン、アニオン、カチオン型の界面活性剤の利用も可能である。この
様な界面活性剤としては、以下のものが挙げられる。ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリ
ウム、ドデシル硫酸ナトリウム、テトラデシル硫酸ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナトリ
ウム、オクチル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリウム、ラウリル酸ナトリウム、ステア
リン酸カリウム、オレイン酸カルシウム。
【０２１５】
　本発明のトナーに用いられる水系分散媒体調製時に使用する分散剤としては、無機系の
難水溶性の分散剤が好ましく、しかも酸に可溶性である難水溶性無機分散剤を用いること
が好ましい。
【０２１６】
　また、本発明においては、難水溶性無機分散剤を用い、水系分散媒体を調製する場合に
、これらの分散剤の使用量は重合性ビニル系単量体１００質量部に対して、０．２乃至２
．０質量部であることが好ましい。また、本発明においては、重合性単量体組成物１００
質量部に対して３００乃至３，０００質量部の水を用いて水系分散媒体を調製することが
好ましい。
【０２１７】
　本発明において、上記のような難水溶性無機分散剤が分散された水系分散媒体を調製す
る場合には、市販の分散剤をそのまま用いて分散させてもよい。また、細かい均一な粒度
を有する分散剤粒子を得るために、水の如き液媒体中で、高速撹拌下、上記したような難
水溶性無機分散剤を生成させて水系分散媒体を調製してもよい。例えば、リン酸三カルシ
ウムを分散剤として使用する場合、高速撹拌下でリン酸ナトリウム水溶液と塩化カルシウ
ム水溶液を混合してリン酸三カルシウムの微粒子を形成することで、好ましい分散剤を得
ることができる。
【０２１８】
　本発明のトナー粒子には流動化剤として無機微粉体が外添されている。
【０２１９】
　本発明のトナー粒子に添加する無機微粉体としては、シリカが好ましく、個数平均一次
粒径が４乃至８０ｎｍのシリカ微粉体が好ましい。本発明において個数平均一次粒径が上
記範囲にあることで、トナーの流動性が向上すると共に、トナーの保存安定性も良好にな
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る。
【０２２０】
　無機微粉体の個数平均一次粒径は、次のようにして測定される。
【０２２１】
　個数平均一次粒子径は、走査電子顕微鏡で観察し視野中の１００個の無機微粉体の粒子
径を測定して平均粒子径を求める。
【０２２２】
　またシリカと酸化チタン、アルミナまたはそれらの複酸化物の如き微粉体を併用するこ
とができる。シリカと併用する該無機微粉体の中でも酸化チタンが好ましい。
【０２２３】
　上記無機微粉体のシリカの例としては、ケイ素ハロゲン化物の蒸気相酸化により生成さ
れた乾式シリカ又はヒュームドシリカと称される乾式シリカ、及び水ガラスから製造され
る湿式シリカの両者が含まれる。無機微粉体としては、表面及びシリカ微粉体の内部にあ
るシラノール基が少なく、またＮａ2Ｏ、ＳＯ3

2-の製造残滓の少ない乾式シリカの方が好
ましい。また乾式シリカは、製造工程において例えば、塩化アルミニウム、塩化チタンの
如き他の金属ハロゲン化合物をケイ素ハロゲン化合物と共に用いることによって、シリカ
と他の金属酸化物の複合微粉体を得ることも可能である。シリカはそれらも包含する。
【０２２４】
　無機微粉体は、トナーの流動性改良及びトナー母粒子の摩擦帯電の均一化のために添加
される。無機微粉体を疎水化処理することによって、トナーの摩擦帯電量の調整、環境安
定性の向上、高湿環境下での特性の向上等の機能を付与することができるので、疎水化処
理された無機微粉体を用いることが好ましい。トナーに添加された無機微粉体が吸湿する
と、トナーとしての摩擦帯電量が低下し、現像性や転写性の低下が生じ易くなる。
【０２２５】
　無機微粉体の疎水化処理の処理剤としては、以下のものが挙げられる。未変性のシリコ
ーンワニス、各種変性シリコーンワニス、未変性のシリコーンオイル、各種変性シリコー
ンオイル、シラン化合物、シランカップリング剤、その他有機ケイ素化合物、有機チタン
化合物。これらの如き処理剤は単独で或いは併用して用いられても良い。
【０２２６】
　その中でも、シリコーンオイルにより処理された無機微粉体が好ましい。より好ましく
は、無機微粉体をカップリング剤で疎水化処理すると同時或いは処理した後に、シリコー
ンオイルにより処理したシリコーンオイル処理された疎水化処理無機微粉体が高湿環境下
でもトナー粒子の摩擦帯電量を高く維持し、選択現像性を低減する上でよい。
【０２２７】
　次に本発明のトナーを用いることのできる画像形成方法及び画像形成装置の一例を、図
３及び図４を用いて説明する。
【０２２８】
　図３及び図４は、本発明のトナーを用いて画像形成を行うのに好適な、非磁性一成分接
触現像方式を採用したタンデム型のカラーＬＢＰ（カラーレーザープリンタ）及びプロセ
スカートリッジの断面図であるが、本発明のトナーはなんらこれらの装置への使用に限定
されるものではない。
【０２２９】
　＜プロセスカートリッジ＞
　図３は、本発明のトナーを用いた画像形成方法に好適に用いることのできる、プロセス
カートリッジ７（以下、「カートリッジ」ともいう。）の断面模式図である。
【０２３０】
　カートリッジ７は、感光体ドラム１と、帯電手段２及びクリーニング手段６を備えたク
リーナユニット５０と、感光体ドラム１に形成された静電潜像を現像する現像手段４を有
する現像ユニット４Ａとを有する。クリーナユニット５０を構成するクリーニング枠体３
１には、感光体ドラム１が軸受部材（不図示）を介して回転自在に取り付けられている。
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【０２３１】
　　感光体ドラム１には、感光体ドラム１の外周面に設けられた感光層を一様に帯電させ
るための帯電ローラー２、転写後に感光体ドラム１上に残った現像剤（残留トナー）を除
去するためのクリーニングブレード６０が接触している。クリーニングブレード６０によ
って感光体ドラム１表面から除去されたトナー（除去トナー）は、クリーニング枠体３１
に設けられた除去トナー収納室３５に納められる。
【０２３２】
　　現像ユニット４Ａは、トナーを収容する現像枠体４５（４５ａ、４５ｂ、４５ｅ）を
有しており、現像ローラー４０（矢印Ｙ方向に回転）が軸受部材を介して回転自在に現像
枠体４５に支持されている。また、現像ローラー４０と接触してトナー供給ローラー４３
（矢印Ｚ方向に回転）とトナー規制部材４４がそれぞれ設けられている。さらに現像枠体
４５には収容されたトナーを撹拌するとともにトナー供給ローラー４３に搬送するための
トナー搬送機構４２が設けられている。
【０２３３】
　そして、現像ユニット４Ａがクリーナユニット５０に対して揺動自在に支持されている
。すなわち、現像枠体４５の両端に設けた結合穴４７、４８とクリーナユニット５０のク
リーニング枠体３１両端に設けた支持穴（不図示）を合わせ、クリーナユニット５０両端
からピン（不図示）を差し込んでいる。
【０２３４】
　また、支持穴を回転軸中心として現像ローラー４０が感光体ドラム１に接触するように
加圧バネ（不図示）によって現像ユニット４Ａが常に付勢されている。
【０２３５】
　現像時には、トナー容器４１内に収納されたトナーがトナー攪拌機構４２によってトナ
ー供給ローラー４３へ搬送される。トナー供給ローラー４３が、現像ローラー４０との摺
擦によって現像ローラー４０にトナーを供給し、現像ローラー４０上にトナーを付着させ
る。現像ローラー４０上に付着されたトナーは、現像ローラー４０の回転にともなってト
ナー規制部材４４のところに至る。そして、トナー規制部材４４がトナーを規制して所定
のトナー薄層を形成し、所望の帯電電荷量を付与する。現像ローラー４０上で薄層化され
たトナーは、現像ローラー４０の回転につれて、感光体ドラム１と現像ローラー４０とが
接近した現像部に搬送される。そして、現像部において、電源（不図示）から現像ローラ
ー４０に印加した現像バイアスにより、感光体ドラム１の表面に形成されている静電潜像
に付着して、潜像を現像化する。静電潜像の現像化に寄与せずに現像ローラー４０の表面
に残留したトナーは、現像ローラー４０の回転にともなって現像枠体４５内に戻される。
そして、トナー供給ローラー４３との摺擦部で現像ローラー４０から剥離、回収される。
回収されたトナーは、トナー攪拌機構４２により残りのトナーと撹拌混合される。
【０２３６】
　ここで現像ローラー４０には弾性ローラーを用い、これを感光体ドラム１表面と接触さ
せる方法を用いることができる。一般にトナー担持体と感光体が接触する現像方式におい
ては、トナーの破損、変形が生じやすくなるが、本発明記載のトナーを用いた場合にはこ
うした変化を効果的に抑制することが出来るため、好ましい。
【０２３７】
　トナー担持体と感光体が接触する現像方式では、トナーを介して感光体と感光体表面に
対向する弾性ローラー間に働く電界によって現像が行われる。従って弾性ローラー表面或
いは表面近傍が電位を持ち、感光体表面とトナー担持体表面の狭い間隙で電界を有する必
要性がある。このため、弾性ローラーの弾性ゴムが中抵抗領域に抵抗制御されて感光体表
面との導通を防ぎつつ電界を保つか、または導電性ローラーの表面層に薄層の絶縁層を設
ける方法が利用できる。さらには、該導電性ローラー上に感光体表面に対向する側を絶縁
性物質により被覆した導電性樹脂スリーブ或いは、絶縁性スリーブで感光体に対向しない
側に導電層を設けた構成も可能である。また、トナー担持体として剛体ローラーを用い、
感光体をベルトの如きフレキシブルな物とした構成も可能である。トナー担持体としての
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ローラーの抵抗値としては１０2乃至１０9Ω・ｃｍの範囲が好ましい。
【０２３８】
　トナー担持体の表面形状としては、その表面粗さＲａ（μｍ）を０．１乃至３．０とな
るように設定すると、高画質及び高耐久性を両立できる。該表面粗さＲａはトナー搬送能
力及びトナー帯電能力と相関する。該トナー担持体の表面粗さＲａが３．０を超えると、
該トナー担持体上のトナー層の薄層化が困難となるばかりか、トナーの帯電性が改善され
ないので画質の向上は望めない。３．０以下にすることでトナー担持体表面のトナーの搬
送能力を抑制し、該トナー担持体上のトナー層を薄層化すると共に、該トナー担持体とト
ナーの接触回数が多くなるため、該トナーの帯電性も改善されるので相乗的に画質が向上
する。一方、表面粗さＲａが０．１よりも小さくなると、トナーコート量の制御が難しく
なる。
【０２３９】
　本発明において、トナー担持体の表面粗さＲａは、日本工業規格（ＪＩＳ）Ｂ０６０１
４．２．１項に定める算術平均粗さである。本発明においては、表面粗さ測定器（小坂研
究所社製サーフコーダＳＥ３５００）を用い、トナー担持体表面の任意の１点より、トナ
ー担持体回転軸と平行となる方向に測定を行った。なお、カットオフ値は０．８ｍｍ、測
定長さは２．５ｍｍ、測定速度は０．１ｍｍ／秒とした。
【０２４０】
　図３のプロセスカートリッジを用いた画像形成方法においては、トナー担持体は感光体
の周速同方向に回転しているが、逆方向に回転していてもよい。その回転が同方向である
場合、トナー担持体の周速を感光体の周速に対し１．０５乃至３．０倍となるように設定
することが好ましい。
【０２４１】
　トナー担持体の周速が、感光体の周速に対し１．０５倍未満であると、感光体上のトナ
ーの受ける撹拌効果が不十分となり、良好な画像品質が望めない。また、周速比が３．０
を超える場合には、機械的ストレスによるトナーの劣化やトナー担持体へのトナー固着が
発生、促進され、好ましくない。
【０２４２】
　トナー担持体が弾性ローラーである場合、表面に弾性層を有する構造のものが好ましく
用いられる。該弾性ローラーに使用される弾性層の材料の硬度としては、３０～６０度（
ＡＳＫＥＲ－Ｃ／荷重１ｋｇ）のものが好適に使用される。
【０２４３】
　また、トナーコート量はトナー規制部材４４により制御されるが、このトナー規制部材
４４はトナー層を介して現像ローラー４０に接触している。この時のトナー規制部材４４
と現像ローラー４０との接触圧は、線圧として０．０５Ｎ／ｃｍ以上０．５Ｎ／ｃｍ以下
が好ましい範囲である。
【０２４４】
　尚、線圧とはトナー規制部材の長さ当たりに加えられる荷重のことであり、例えば１ｍ
の当接長さを有するトナー規制部材に１．２Ｎの荷重を加えて現像ローラーに接触させた
場合、線圧は１．２Ｎ／ｍとなる。線圧が０．０５Ｎ／ｃｍよりも小さいとトナーコート
量の制御に加え均一な摩擦帯電も難しくなり、カブリの悪化等の原因となる。一方、線圧
が０．５Ｎ／ｃｍよりも大きくなるとトナー粒子が過剰な負荷を受けるため、粒子の変形
やトナー規制部材或いは現像ローラーへのトナーの融着等が発生しやすくなり、好ましく
ない。
【０２４５】
　トナー規制部材４４の自由端部はどのような形状でもよく、例えば断面形状が直線状の
もの以外にも、先端近傍で屈曲したＬ字形状のものや、先端近傍が球状に膨らんだ形状の
もの等が好適に用いられる。
【０２４６】
　トナー規制部材としては、基材としてステンレス、鋼、リン青銅の如き金属弾性体を用
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い、スリーブ当接部に当る部位に樹脂を接着あるいはコーティング塗布したものが好適に
用いられる。
【０２４７】
　またさらに、トナー規制部材に直流電場及び／または交流電場を印加することによって
も、トナーへのほぐし作用のため、均一薄層塗布性、均一帯電性がより向上し、充分な画
像濃度の達成及び良質の画像を得ることができる。
【０２４８】
　＜画像形成装置＞
　図４は、本発明のトナーを適用できる画像形成装置の一例を示す断面模式図である。画
像形成装置１００は４個の画像形成ステーションＰａ、Ｐｂ、Ｐｃ、Ｐｄを縦方向に並設
している。そして、各画像形成ステーションＰａ、Ｐｂ、Ｐｃ、Ｐｄには、各々、装着手
段（不図示）によってプロセスカートリッジ７（７ａ、７ｂ、７ｃ、７ｄ）が着脱可能に
装着される。フルカラー画像形成には、少なくともイエロー系着色剤と結着樹脂とを含有
するイエロートナー粒子及び無機微粉体を有するイエロートナーと、少なくともマゼンタ
系着色剤と結着樹脂とを含有するマゼンタトナー粒子及び無機微粉体を有するマゼンタト
ナーと、少なくともシアン系着色剤と結着樹脂とを含有するシアントナー粒子及び無機微
粉体を有するシアントナーと、少なくともカーボンブラックと結着樹脂とを含有するブラ
ックトナー粒子及び無機微粉体を有するブラックトナーを有するフルカラー画像形成用ト
ナーキットを用いる。なお、マゼンタ色、シアン色、イエロー色、ブラック色の各カート
リッジ７ａ、７ｂ、７ｃ、７ｄは同一構成である。
【０２４９】
　　本模式図では、画像形成ステーションＰａ、Ｐｂ、Ｐｃ、Ｐｄは、縦方向に僅かに傾
斜して並設されているが、傾斜することなく縦方向に整列して設けてもよい。また、プロ
セスカートリッジ７は、図３に例示したものと同じであっても良いし、異なっていても良
い。
【０２５０】
　各カートリッジ７（７ａ、７ｂ、７ｃ、７ｄ）は、感光体ドラム１（１ａ、１ｂ、１ｃ
、１ｄ）を備えている。感光体ドラム１は、駆動手段（不図示）によって、同図中、反時
計回りに回転駆動される。感光体ドラム１の周囲には、その回転方向に従って順に以下の
手段が設けられている。（Ａ）感光体ドラム１表面を均一に帯電する帯電手段２（２ａ、
２ｂ、２ｃ、２ｄ）。（Ｂ）画像情報に基づいてレーザービームを照射し感光体ドラム１
に静電潜像を形成するスキャナユニット３（３ａ、３ｂ、３ｃ、３ｄ）。（Ｃ）静電潜像
に現像剤（以下、「トナー」という。）を付着させてトナー像として現像する現像手段４
（４ａ、４ｂ、４ｃ、４ｄ）。（Ｄ）感光体ドラム１上のトナー像を記録媒体Ｓに転写さ
せる転写装置５。（Ｅ）転写後の感光体ドラム１表面に残ったトナーを除去するクリーニ
ング手段６（６ａ、６ｂ、６ｃ、６ｄ）。
【０２５１】
　ここで、感光体ドラム１と、プロセス手段である、帯電手段２、現像手段４、クリーニ
ング手段６は、カートリッジ枠体により一体的に構成してカートリッジ化されカートリッ
ジ７を構成している。
【０２５２】
　感光体ドラム１（１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ）は、シリンダの外周面に感光層を設けて構
成したものである。感光体ドラム１は、その両端部を支持部材によって回転自在に支持さ
れている。そして、一方の端部に駆動モータ（不図示）からの駆動力が伝達されることに
より、反時計周りに回転駆動される。
【０２５３】
　上記感光体としては、ａ－Ｓｅ、ＣｄＳ、ＺｎＯ2、ＯＰＣ、ａ－Ｓｉの様な光導電絶
縁物質層を持つ感光体ドラムが好適に使用される。また、上記ＯＰＣ感光体における有機
系感光層の結着樹脂は、特に限定するものではない。中でもポリカーボネート樹脂、ポリ
エステル樹脂、アクリル系樹脂が特に、転写性に優れ、感光体へのトナーの融着、外添剤
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のフィルミングが起こりにくいため好ましい。
【０２５４】
　帯電手段２（２ａ、２ｂ、２ｃ、２ｄ）としては、接触帯電方式のものを使用している
。帯電手段２は、ローラー状に形成された導電性ローラーである。このローラーを感光体
ドラム１表面に当接させるとともに、このローラーに帯電バイアス電圧を印加する。これ
により、感光体ドラム１表面を一様に帯電させる。
【０２５５】
　帯電ローラーを用いた時の好ましいプロセス条件としては、ローラーの当接圧が線圧と
して０．０５乃至５Ｎ／ｃｍである。また印加電圧としては、直流電圧或いは直流電圧に
交流電圧を重畳したものが好適に用いられる。直流電圧に交流電圧を重畳したものを用い
た時には、交流電圧＝０．５乃至５ｄＶｐｐ、交流周波数＝５０Ｈｚ乃至５ｋＨｚ、直流
電圧＝±０．２乃至±１．５ｋＶであることが好ましい。また、直流電圧を用いた時には
、直流電圧＝±０．２乃至±５ｋＶであることが好ましい。
【０２５６】
　帯電ローラー以外の帯電手段としては、帯電ブレードを用いる方法や、導電性ブラシを
用いる方法がある。これらの接触帯電手段は、非接触のコロナ帯電に比べて、高電圧が不
必要になったり、オゾンの発生が低減するといった効果がある。接触帯電手段としての帯
電ローラー及び帯電ブレードの材質としては、導電性ゴムが好ましく、その表面に離型性
被膜を設けても良い。離型性被膜としては、ナイロン系樹脂、ＰＶＤＦ（ポリフッ化ビニ
リデン）、ＰＶＤＣ（ポリ塩化ビニリデン）などが適用可能である。
【０２５７】
　スキャナユニット３（３ａ、３ｂ、３ｃ、３ｄ）は、レーザーダイオード（不図示）に
よって画像信号に対応する画像光が、高速回転されるポリゴンミラー（不図示）及び結像
レンズ（不図示）を介して帯電済みの感光体ドラム１表面を画像情報に応じ露光する。こ
れによって、感光体ドラムに静電潜像を形成する。
【０２５８】
　現像手段４（４ａ、４ｂ、４ｃ、４ｄ）は、マゼンタ色、シアン色、イエロー色、ブラ
ック色の各色のトナーを夫々収納したトナー容器４１から構成され、トナー容器４１内の
トナーを送り機構４２によってトナー供給ローラー４３へ送り込む。
【０２５９】
　前記トナー供給ローラー４３は、図示時計方向に回転し、トナー担持体としての現像ロ
ーラー４０へのトナーの供給、及び、静電潜像の現像化に寄与せず現像ローラー４０上に
残留したトナーのはぎとりを行う。
【０２６０】
　現像ローラー４０へ供給されたトナーは、現像ローラー４０外周に圧接されたトナー規
制部材４４によって現像ローラー４０（時計回り方向に回転）の外周に塗布され、且つ電
荷を付与される。そして、潜像が形成された感光体ドラム１と対向した現像ローラー４０
に現像バイアスを印加する。そして、潜像に応じて感光体ドラム１上にトナー現像を行う
。
【０２６１】
　転写装置５には、すべての感光体ドラム１（１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ）に対向し、接す
るように循環移動する静電転写ベルト１１が設けられている。この転写ベルト１１は、駆
動ローラー１３、従動ローラー１４ａ、１４ｂ、テンションローラー１５に張架されてい
て、図中左側の外周面に記録媒体Ｓを静電吸着する。そして、転写ベルト１１は、感光体
ドラム１に記録媒体Ｓを接触させるべく循環移動する。これにより、記録媒体Ｓは転写ベ
ルト１１により転写位置まで搬送され、感光体ドラム１上のトナー像を転写される。
【０２６２】
　この転写ベルト１１の内側に当接し、４個の感光体ドラム１（１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ
）に対向した位置に転写ローラー１２（１２ａ、１２ｂ、１２ｃ、１２ｄ）が並設される
。これら転写ローラー１２には、転写時にバイアスが印加されて、電荷が静電転写ベルト
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１１を介して記録媒体Ｓに印加される。このとき生じた電界により、感光体ドラム１に接
触中の記録媒体Ｓに、感光体ドラム１上のトナー像が転写される。
【０２６３】
　給送部１６は、画像形成ステーションＰａ、Ｐｂ、Ｐｃ、Ｐｄに記録媒体Ｓを給送搬送
するものである。給送部１６には、複数枚の記録媒体Ｓがカセット１７に収納されている
。画像形成時には給送ローラー１８（半月ローラー）、レジストローラー１９が画像形成
動作に応じて駆動回転する。給送ローラー１８は、カセット１７内の記録媒体Ｓを１枚毎
に分離給送した後、レジストローラー１９に記録媒体Ｓ先端を突き当てて一旦停止させる
。その後レジストローラー１９は、転写ベルト１１の回転と画像書出し位置の同期をとっ
て、記録媒体Ｓを静電転写ベルト１１へと給送する。
【０２６４】
　定着部２０は、記録媒体Ｓに転写された複数色のトナー画像を定着させるものである。
そして、定着部２０は、加熱ローラー２１ａと、これに圧接して記録媒体Ｓに熱及び圧力
を与える加圧ローラー２１ｂとを有する。即ち、感光体ドラム１に形成されたトナー像を
転写された記録媒体Ｓは定着部２０を通過する際に、加圧ローラー２１ｂで搬送されると
ともに、加熱ローラー２１ａによって熱及び圧力を与えられる。これによって複数色のト
ナー像が記録媒体Ｓ表面に定着される。
【０２６５】
　画像形成の動作としては、カートリッジ７（７ａ、７ｂ、７ｃ、７ｄ）が、画像形成タ
イミングに合わせて順次駆動される。そして、その駆動に応じて感光体ドラム１ａ、１ｂ
、１ｃ、１ｄが、反時計回り方向に回転駆動される。そして、各々のカートリッジ７に対
応するスキャナユニット３が順次駆動される。この駆動により、帯電ローラー２は感光体
ドラム１の周面に一様な電荷を付与する。そして、スキャナユニット３は、その感光体ド
ラム１周面に画像信号に応じて露光を行って感光体ドラム１周面に静電潜像を形成する。
現像手段４内の現像ローラー４０は、静電潜像の低電位部にトナーを転移させて感光体ド
ラム１周面上にトナー像を形成（現像）する。
【０２６６】
　最上流の感光体ドラム１の周面上に形成されたトナー像の先端が、転写ベルト１１との
対向点に回転搬送されてくるタイミングで、その対向点に記録媒体Ｓの印字開始位置が一
致するようにレジストローラー１９が回転し記録媒体Ｓを転写ベルト１１へ給送する。
【０２６７】
　記録媒体Ｓは吸着ローラー２２と転写ベルト１１とによって挟み込むようにして転写ベ
ルト１１の外周に圧接される。そして、転写ベルト１１と吸着ローラー２２との間に電圧
を印加する。そして、誘電体である記録媒体Ｓと転写ベルト１１の誘電体層に電荷を誘起
して、記録媒体Ｓを転写ベルト１１の外周に静電吸着させている。これにより、記録媒体
Ｓは静電転写ベルト１１に安定して吸着され、最下流の転写部まで搬送される。
【０２６８】
　このように搬送されながら記録媒体Ｓは、各感光体ドラム１と転写ローラー１２との間
に形成される電界によって、各感光体ドラム１のトナー像を順次転写される。
【０２６９】
　４色のトナー像を転写された記録媒体Ｓは、ベルト駆動ローラー１３の曲率により静電
転写ベルト１１から曲率分離され、定着部２０に搬入される。記録媒体Ｓは、定着部２０
で上記トナー像を熱定着された後、排紙ローラー２３によって、排紙部２４から画像面を
下にした状態で本体外に排出される。
【０２７０】
　図４においては、定着部２０に加熱ローラーを用いる方法を例示したが、本発明のトナ
ーは他の定着方法も好適に用いることができる。図５および図６には、発熱体を用いて耐
熱性高分子フィルムを加熱し、トナー像の定着を行う装置を示す。
【０２７１】
　図５はフィルムに常にテンションが加わっている構造の定着装置である。
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【０２７２】
　本発明において、発熱体はその熱容量が小さく、線状あるいは面状の加熱部を有するも
ので、加熱部の最高温度は１００～３００℃であることが好ましい。
【０２７３】
　また、フィルムは、厚さ１～１００μｍの耐熱性のシートであることが好ましく、これ
ら耐熱性シートとしては耐熱性の高い、ポリエステル、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレ
ート）、ＰＦＡ（テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合
体）、ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）、ポリイミド、ポリアミド等のポリマー
シートの他、アルミニウム等の金属シート及び金属シートとポリマーシートから構成され
たラミネートシートが用いられる。
【０２７４】
　より好ましいフィルムの構成としては、これら耐熱性シートが離型層及び／又は低抵抗
層を有していることである。
【０２７５】
　５１は装置に固定支持された加熱体であって、ヒータ基板５２、通電発熱抵抗体（発熱
体）５３・検温素子５４等よりなる。
【０２７６】
　ヒータ基板５２は耐熱性・絶縁性・低熱容量・高熱伝導性の部材であり、例えば、厚み
１ｍｍ・巾１０ｍｍ・長さ２４０ｍｍのアルミナ基板である。
【０２７７】
　発熱体５３はヒータ基板５２の下面（フィルム５５との対面側）の略中央部に長手に沿
って、電気抵抗材料を厚み約１０μｍ・巾１～３ｍｍの線状または細帯状にスクリーン印
刷等により塗工したものである。電気抵抗材料としては例えば、Ａｇ／Ｐｄ（銀パラジウ
ム）、Ｔａ2Ｎ、ＲｕＯ2等が用いられる。
【０２７８】
　検温素子５４は一例としてヒータ基板５２の上面（発熱体５３を設けた面とは反対側面
）の略中央部にスクリーン印刷等により塗工して具備させたＰｔ膜等の低熱容量の測温抵
抗体である。低熱容量のサーミスタなども使用できる。
【０２７９】
　本例の加熱体５１の場合は、線状又は面状をなす発熱体５３に対し画像形成スタート信
号により所定のタイミングにて通電して発熱体５３を略全長にわたって発熱させる。通電
はＡＣ１００Ｖであり、検温素子５４の検知温度に応じてトライアックを含む不図示の通
電制御回路により通電する位相角を制御することにより供給電力を制御している。
【０２８０】
　加熱体５１はその発熱体５３への通電により、ヒータ基板５２・発熱体５３の熱容量が
小さいので加熱体表面が所要の定着温度（例えば１４０～２００℃）まで急速に温度上昇
する。
【０２８１】
　そしてこの加熱体５１に耐熱性フィルム５５が当接している。
【０２８２】
　熱容量を小さくしてクイックスタート性を向上させるために、フィルム５５には総厚１
００μｍ以下、２０μｍ以上の耐熱性・離型性、強度・耐久性等のある単層或は複合層の
フィルムを使用できる。
【０２８３】
　例えば、ポリイミド・ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）・ポリエーテルサルホン（ＰＥＳ
）・４フッ化エチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体樹脂（ＰＦＡ）・
ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）・ポリパラバン酸（ＰＰＡ）、或いは複合層フ
ィルム例えば２０μｍ厚のポリイミドフィルムの少なくとも画像当接面側にＰＴＦＥ（４
フッ化エチレン樹脂）・ＰＡＦ・ＦＥＰ等のフッ素樹脂・シリコン樹脂等、更にはそれに
導電材（カーボンブラック・グラファイト・導電性ウイスカなど）を添加した離型性コー
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ト層を１０μｍ厚に施したものなどである。
【０２８４】
　回転体たる支持ローラー５８は例えばシリコンゴム等の離型性のよいゴム弾性体からな
り、加熱体５１にフィルム５５を介して圧接され、ニップ部を形成すると共に、フィルム
５５を所定速度に移動駆動する。フィルム５５との間に被加熱材としての記録材シートが
導入されたときには、その記録材シートをフィルム５５面に密着させて加熱体５１に圧接
し、フィルム５５と共に移動駆動させる。
【０２８５】
　発熱体を用いて耐熱性高分子フィルムを加熱し、トナー像の定着を行う装置の他の形態
について示す。
【０２８６】
　図６はフィルムにテンションが加わらない状態がある構造を有する、定着装置である（
テンションフリータイプ）。
【０２８７】
　本発明において、発熱体はその熱容量が小さく、線状あるいは面状の加熱部を有するも
ので、加熱部の最高温度は１００～３００℃であることが好ましい。
【０２８８】
　また、フィルムは、厚さ１～１００μｍの耐熱性のシートであることが好ましく、これ
ら耐熱性シートとしては耐熱性の高い、ポリエステル、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレ
ート）、ＰＦＡ（テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合
体）、ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）、ポリイミド、ポリアミド等のポリマー
シートの他、アルミニウム等の金属シート及び金属シートとポリマーシートから構成され
たラミネートシートが用いられる。
【０２８９】
　より好ましいフィルムの構成としては、これら耐熱性シートが離型層及び／又は低抵抗
層を有していることである。
【０２９０】
　６４は装置に固定支持された低熱容量線状加熱体であって、ヒータ基板６４ａ、通電発
熱抵抗体（発熱体）６４ｂ・表面保護層６４ｃ・検温素子６４ｄ等よりなる。
【０２９１】
　ヒータ基板６４ａは耐熱性・絶縁性・低熱容量・高熱伝導性の部材であり、例えば、厚
み１ｍｍ・巾１０ｍｍ・長さ２４０ｍｍのアルミナ基板である。
【０２９２】
　発熱体６４ｂはヒータ基板６４ａの下面（フィルム６５との対面側）の略中央部に長手
に沿って、電気抵抗材料を厚み約１０μｍ・巾１～３ｍｍの線状または細帯状に塗工し、
その上に表面保護層６４ｃとして耐熱ガラスを約１０μｍコートしたものである。電気抵
抗材料としては例えば、Ａｇ／Ｐｄ（銀パラジウム）、Ｔａ2Ｎ、ＲｕＯ2等が用いられる
。また、電気抵抗材料の塗工方法としては、スクリーン印刷する方法等が用いられる。
【０２９３】
　検温素子６４ｄは一例としてヒータ基板６４ａの上面（発熱体６４ｂを設けた面とは反
対側面）の略中央部にスクリーン印刷等により塗工して具備させたＰｔ膜等の低熱容量の
測温抵抗体である。低熱容量のサーミスタなども使用できる。
【０２９４】
　本例の加熱体６４の場合は、線状又は面状をなす発熱体６４ｂに対し画像形成スタート
信号により所定のタイミングにて通電して発熱体６４ｂを略全長にわたって発熱させる。
通電はＡＣ１００Ｖであり、検温素子６４ｄの検知温度に応じてトライアックを含む不図
示の通電制御回路により通電する位相角を制御することにより供給電力を制御している。
加熱体６４はその発熱体６４ｂへの通電により、ヒータ基板６４ａ・発熱体６４ｂ・表面
保護層６４ｃの熱容量が小さいので加熱体表面が所要の定着温度（例えば１４０～２００
℃）まで急速に温度上昇する。
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【０２９５】
　そしてこの加熱体６４に耐熱性フィルム６５が当接している。
【０２９６】
　熱容量を小さくしてクイックスタート性を向上させるために、フィルム６５には総厚１
００μｍ以下、２０μｍ以上の耐熱性・離型性、強度・耐久性等のある単層或は複合層の
フィルムを使用できる。
【０２９７】
　例えば、ポリイミド・ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）・ポリエーテルサルホン（ＰＥＳ
）・４フッ化エチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体樹脂（ＰＦＡ）・
ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）・ポリパラバン酸（ＰＰＡ）、或いは複合層フ
ィルム例えば２０μｍ厚のポリイミドフィルムの少なくとも画像当接面側にＰＴＦＥ（４
フッ化エチレン樹脂）・ＰＡＦ・ＦＥＰ等のフッ素樹脂・シリコン樹脂等、更にはそれに
導電材（カーボンブラック・グラファイト・導電性ウイスカなど）を添加した離型性コー
ト層を１０μｍ厚に施したものなどである。
【０２９８】
　回転体たる支持ローラー６２は例えばシリコンゴム等の離型性のよいゴム弾性体からな
り、加熱体６４にフィルム６５を介して圧接され、ニップ部を形成すると共に、フィルム
６５を所定速度に移動駆動する。フィルム６５との間に被加熱材としての記録材シートが
導入されたときには、その記録材シートをフィルム６５面に密着させて加熱体６４に圧接
し、フィルム６５と共に移動駆動させる。
【０２９９】
　以下に、本発明にかかる物性値の測定方法について説明する。
【０３００】
　＜トナーの動的粘弾性の測定方法＞
　測定装置としては、回転平板型レオメーター「ＡＲＥＳ」（ＴＡ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮ
ＴＳ社製）を用いる。
【０３０１】
　測定試料としては、２５℃の環境下で、錠剤成型器を用いて、トナーを直径８．０ｍｍ
、厚さ２．０±０．３ｍｍの円板状に加圧成型した試料を用いる。
【０３０２】
　該試料をパラレルプレートに装着し、室温（２５℃）から１００℃に１０分間で昇温し
て、試料の形を整えた後、粘弾性の測定開始温度まで冷却し、測定を開始する。この際、
初期のノーマルフォースが０になるようにサンプルをセットすることが、重要である。ま
た、以下に述べるように、その後の測定においては、自動テンション調整（Ａｕｔｏ　　
Ｔｅｎｓｉｏｎ　Ａｄｊｕｓｔｍｅｎｔ　ＯＮ）にすることで、ノーマルフォースの影響
をキャンセルできる。
【０３０３】
　測定は、以下の条件で行う。
（１）　直径８．０ｍｍのパラレルプレートを用いる。
（２）　周波数（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）は１．０Ｈｚとする。
（３）　印加歪初期値（Ｓｔｒａｉｎ）を０．０２％に設定する。
（４）　３０～２００℃の間を、昇温速度（Ｒａｍｐ　Ｒａｔｅ）２．０℃／ｍｉｎで測
定を行う。尚、測定においては、以下の自動調整モードの設定条件で行う。自動歪み調整
モード（Ａｕｔｏ　Ｓｔｒａｉｎ）で測定を行う。
（５）　最大歪（Ｍａｘ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｓｔｒａｉｎ）を４０．０％に設定する。
（６）　最大トルク（Ｍａｘ　Ａｌｌｏｗｅｄ　Ｔｏｒｑｕｅ）１５０．０ｇ・ｃｍとし
、最低トルク（Ｍｉｎ　Ａｌｌｏｗｅｄ　Ｔｏｒｑｕｅ）１．０ｇ・ｃｍと設定する。
（７）　歪み調整（Ｓｔｒａｉｎ　Ａｄｊｕｓｔｍｅｎｔ）を　２０．０％　ｏｆ　Ｃｕ
ｒｒｅｎｔ　Ｓｔｒａｉｎ　と設定する。測定においては、自動テンション調整モード（
Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ）を採用する。
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（８）　自動テンションディレクション（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏ
ｎ）をコンプレッション（Ｃｏｍｐｒｅｓｓｉｏｎ）と設定する。
（９）　初期スタティックフォース（Ｉｎｉｔｉａｌ　Ｓｔａｔｉｃ　Ｆｏｒｃｅ）を１
０．０ｇ、自動テンションセンシティビティ（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ　Ｓｅｎｓｉｔ
ｉｖｉｔｙ）を４０．０ｇと設定する。
（１０）　自動テンション（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ）の作動条件は、サンプルモデュ
ラス（Ｓａｍｐｌｅ　Ｍｏｄｕｌｕｓ）が１．０×１０6（Ｐａ）以上である。
【０３０４】
　＜トナーの高温ＧＰＣ－ＲＡＬＬＳ－粘度計の分析方法＞
　（ｉ）前処理
　トナー０．１ｇを専用のろ過容器（例えば東ソー製溶解ろ過容器　ポアサイズ１０μｍ
）に入れ、ＯＤＣＢ　１０ｍｌとともに１５ｍｌ試験管に入れる。これを溶液ろ過装置（
例えば東ソー製ＤＦ－８０２０）を用い、１３５℃で２４時間溶解させる。
１２時間後、下記装置を用い、分析を行った。
【０３０５】
　　（ｉｉ）［分析条件］
装置　　：ＨＬＣ－８１２１ＧＰＣ／ＨＴ（東ソー社製）
　　　　　ＤＡＷＮ　　ＥＯＳ（Ｗｙａｔｔ　　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社製）
　　　　　高温差圧粘度検出器（Ｖｉｓｃｏｔｅｋ社製）
カラム：ＴＳＫｇｅｌ　ＧＭＨＨＲ－Ｈ（３０）ＨＴ　７．８ｃｍ（ＩＤ）×３０．０ｃ
ｍ（Ｌ）
ＴＳＫｇｅｌ　ＧＭＨＨＲ－Ｈ（２０）ＨＴ　７．８ｃｍ（ＩＤ）×３０．０ｃｍ（Ｌ）
ＴＳＫｇｅｌ　ＧＭＨＨＲ－Ｈ　ＨＴ　７．８ｃｍ（ＩＤ）×３０．０ｃｍ（Ｌ）
３連（東ソー社製）
検出器１：多角度光散乱検出器　　Ｗｙａｔｔ　　ＤＡＷＮ　　ＥＯＳ
検出器２：高温差圧粘度検出器
検出器３：ブライス型デュアルフロー式示差屈折計
温度：１３５℃
溶媒：ｏ－ジクロロベンゼン（ジブチルヒドロキシトルエンを０．０５ｗｔ％添加）
流速：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
注入量　　　　：４００μｌ
【０３０６】
　本測定においては、絶対分子量に基く分子量分布及び固有粘度が、直接出力されるが、
その測定理論は以下の通りである。
【０３０７】
　［測定理論］
Ｍ90＝Ｒ（θ90）／ＫＣ・・・レイリー方程式
Ｍ90：９０°における分子量
Ｒ（θ90）：散乱角９０°でのレイリー比
Ｋ：光学定数（＝２π2ｎ2／λ0

4ＮA・（ｄｎ／ｄｃ）2）
Ｃ：溶液濃度
Ｒｇ＝（１／６）1/2（［η］Ｍ90／φ）1/3・・・Ｆｌｏｒｙ　　Ｆｏｘ式
Ｒｇ：慣性半径
η：固有粘度
φ：形状要素
絶対分子量：Ｍ＝Ｒ（θ0）／ＫＣ
Ｒ（θ0）＝Ｒ（θ90）／Ｐ（θ90）
Ｐ（θ90）＝２／Ｘ2・（ｅ-X－（１－Ｘ））　　　　　　　（Ｘ＝４πｎ／λ・Ｒｇ）
λ：波長
（ｄｎ／ｄｃ）：本特許では０．０６８ｍｌ／ｇとした。
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【０３０８】
　本発明における絶対分子量の重量平均分子量、及び分岐度を表す粘度Ｉｖの常用対数（
ｌｏｇ［Ｉｖ］）を絶対分子量（Ｍｗ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍｗ］）に対してプロット
した際の傾きａは、装置付属の専用ソフト「ＴｒｉＳＥＣ　ＧＰＣ　Ｓｏｆｔｗａｒｅ　
ＧＰＣ－ＬＳ－Ｖｉｓｃｏｍｅｔｒｙ　Ｍｏｄｕｌｅ　Ｖｅｒｓｉｏｎ３．０　Ｒｅｖ．
Ｂ．０５．１５」（Ｖｉｓｃｏｔｅｋ社製）を用いて求めた。
【０３０９】
　絶対分子量の算出にあたっては、標準ポリスチレン樹脂（例えば、商品名「ＴＳＫスタ
ンダード　ポリスチレン　Ｆ－１０」、東ソー社製）を用いて、既知の分子量及び固有粘
度（例えば前記Ｆ－１０を用いた場合、重量平均分子量（Ｍｗ）９６４００、固有粘度０
．４１１ｄｌ／ｇ）より校正を行って求めた。
【０３１０】
　傾きａの算出は、前記装置付属の専用ソフトでＭａｒｋ－Ｈｏｕｗｉｎｋ－Ｓａｋｕｒ
ａｄａ　Ｐｌｏｔｓを行って、分析範囲を指定することで求めた。
【０３１１】
　尚、本発明におけるトナーの全樹脂成分（ａ）の定義とは、高温（１３５℃における）
ＧＰＣ－ＲＡＬＬＳ－粘度計分析の３元同時出力プロファイルにおいて、粘度計が検出し
たクロマトグラムの全樹脂成分に相当する領域の分析値に基づく。
【０３１２】
　また、本発明の鍵を握るトナーの全樹脂成分における高分子側の成分（ｓ）の定義は、
該分析における絶対分子量（Ｍｗ）の常用対数（ｌｏｇ〔Ｍｗ〕）が５．００以上の樹脂
成分（ｓ）を示す。
【０３１３】
　本発明における、全樹脂成分（ａ）の分岐度に対する絶対分子量（Ｍｗ）の常用対数（
ｌｏｇ〔Ｍｗ〕）が５．００以上の樹脂成分（ｓ）の分岐度比は、上記で定義した各成分
の傾き比ａ（ａ）／ａ（ｓ）により表される。
【０３１４】
　＜トナーの分子量測定方法＞
　トナーのＴＨＦ可溶分の分子量分布は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（Ｇ
ＰＣ）により、以下のようにして測定する。
【０３１５】
　まず、室温で２４時間かけて、トナーをテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）に溶解する。そ
して、得られた溶液を、ポア径が０．２μｍの耐溶剤性メンブランフィルター「マエショ
リディスク」（東ソー社製）で濾過してサンプル溶液を得る。尚、サンプル溶液は、ＴＨ
Ｆに可溶な成分の濃度が約０．８質量％となるように調整する。このサンプル溶液を用い
て、以下の条件で測定する。
装置：ＨＬＣ８１２０　　ＧＰＣ（検出器：ＲＩ）（東ソー社製）
カラム：Ｓｈｏｄｅｘ　　ＫＦ－８０１、８０２、８０３、８０４、８０５、８０６、８
０７の７連（昭和電工社製）
溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
流速：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
オーブン温度：４０．０℃
試料注入量：０．１０ｍｌ
【０３１６】
　試料の分子量の算出にあたっては、標準ポリスチレン樹脂（例えば、商品名「ＴＳＫス
タンダード　ポリスチレン　Ｆ－８５０、Ｆ－４５０、Ｆ－２８８、Ｆ－１２８、Ｆ－８
０、Ｆ－４０、Ｆ－２０、Ｆ－１０、Ｆ－４、Ｆ－２、Ｆ－１、Ａ－５０００、Ａ－２５
００、Ａ－１０００、Ａ－５００」、東ソ－社製）を用いて作成した分子量校正曲線を使
用する。
【０３１７】
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　＜トナーのガラス転移温度の測定方法＞
　本発明におけるトナーのガラス転移温度は、示差走査熱量分析装置「Ｑ１０００」（Ｔ
Ａ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製）を用いてＡＳＴＭ　　Ｄ３４１８－８２に準じて測定
する。
【０３１８】
　装置検出部の温度補正はインジウムと亜鉛の融点を用い、熱量の補正についてはインジ
ウムの融解熱を用いる。
【０３１９】
　具体的には、トナー約１０ｍｇを精秤し、アルミニウム製のパンの中に入れ、リファレ
ンスとして空のアルミニウム製のパンを用い、測定範囲３０～２００℃の間で、昇温速度
１０℃／ｍｉｎで測定を行う。　この昇温過程で、温度４０℃～１００℃の範囲において
比熱変化が得られる。このときの比熱変化が出る前と出た後のベースラインの中間点の線
と示差熱曲線との交点を、結着樹脂のガラス転移温度Ｔｇとする。
【０３２０】
　＜トナーのＴＨＦ不溶分量の測定方法＞
　トナー中の樹脂成分のＴＨＦ不溶分は、以下のようにして測定する。
【０３２１】
　トナー約１．０ｇを秤量（Ｗ１ｇ）し、予め秤量した円筒濾紙（例えば、商品名Ｎｏ．
８６Ｒ（サイズ２８×１００ｍｍ）、アドバンテック東洋社製）に入れてソックスレー抽
出器にセットする。そして、溶媒としてテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）２００ｍｌを用い
て１６時間抽出する。このとき、溶媒の抽出サイクルが約５分に一回になるような還流速
度で抽出を行う。
【０３２２】
　抽出終了後、円筒ろ紙を取り出して風乾した後、４０℃で８時間真空乾燥し、抽出残分
を含む円筒濾紙の質量を秤量し、円筒濾紙の質量を差し引くことにより、抽出残分の質量
（Ｗ２ｇ）を算出する。
【０３２３】
　そして、樹脂成分以外の成分の含有量（Ｗ３ｇ）を下記式（１）のように差し引くこと
によって、ＴＨＦ不溶分を求めることができる。
【０３２４】
　ＴＨＦ不溶分（質量％）＝｛（Ｗ２－Ｗ３）／（Ｗ１－Ｗ３）｝×１００・・・（１）
【０３２５】
　樹脂成分以外の成分の含有量は、公知の分析手段によって測定することができる。分析
が困難な場合には、以下のようにして樹脂成分以外の成分の含有量（トナー中の焼却残灰
分（Ｗ３’ｇ））を見積もり、その含有量を差し引くことによって、ＴＨＦ不溶分を求め
ることができる。
【０３２６】
　トナー中の焼却残灰分は以下の手順で求める。予め秤量した３０ｍｌの磁性るつぼに約
２ｇのトナーを秤量（Ｗａｇ）する。るつぼを電気炉に入れ約９００℃で約３時間加熱し
、電気炉中で放冷し、常温下でデシケーター中に１時間以上放冷し、焼却残灰分を含むる
つぼの質量を秤量し、るつぼの質量を差し引くことにより焼却残灰分（Ｗｂｇ）を算出す
る。そして、下記式（２）により、試料Ｗ１ｇ中の焼却残灰分の質量（Ｗ３’ｇ）を算出
する。
【０３２７】
　Ｗ３’＝Ｗ１×（Ｗｂ／Ｗａ）・・・（２）
【０３２８】
　この場合、ＴＨＦ不溶分は、下記式（３）で求められる。
　ＴＨＦ不溶分（質量％）＝｛（Ｗ２－Ｗ３’）／（Ｗ１－Ｗ３’）｝×１００・・（３
）
【０３２９】
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　＜トナーの重量平均粒径（Ｄ４）の測定方法＞
　トナーの重量平均粒径（Ｄ４）は、以下のようにして算出する。測定装置としては、１
００μｍのアパーチャーチューブを備えた細孔電気抵抗法による精密粒度分布測定装置「
コールター・カウンター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３」（登録商標、ベックマン・コール
ター社製）を用いる。測定条件の設定及び測定データの解析は、付属の専用ソフト「ベッ
クマン・コールター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３　Ｖｅｒｓｉｏｎ３．５１」（ベックマ
ン・コールター社製）を用いる。尚、測定は実効測定チャンネル数２万５千チャンネルで
行なう。
【０３３０】
　測定に使用する電解水溶液は、特級塩化ナトリウムをイオン交換水に溶解して濃度が約
１質量％となるようにしたもの、例えば、「ＩＳＯＴＯＮ　ＩＩ」（ベックマン・コール
ター社製）が使用できる。
【０３３１】
　尚、測定、解析を行なう前に、以下のように前記専用ソフトの設定を行なった。
【０３３２】
　前記専用ソフトの「標準測定方法（ＳＯＭ）を変更」画面において、コントロールモー
ドの総カウント数を５００００粒子に設定し、測定回数を１回、Ｋｄ値は「標準粒子１０
．０μｍ」（ベックマン・コールター社製）を用いて得られた値を設定する。「閾値／ノ
イズレベルの測定ボタン」を押すことで、閾値とノイズレベルを自動設定する。また、カ
レントを１６００μＡに、ゲインを２に、電解液をＩＳＯＴＯＮ　ＩＩに設定し、「測定
後のアパーチャーチューブのフラッシュ」にチェックを入れる。
【０３３３】
　前記専用ソフトの「パルスから粒径への変換設定」画面において、ビン間隔を対数粒径
に、粒径ビンを２５６粒径ビンに、粒径範囲を２μｍから６０μｍまでに設定する。
【０３３４】
　具体的な測定法は以下の通りである。
（１）Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３専用のガラス製２５０ｍｌ丸底ビーカーに前記電解水溶
液約２００ｍｌを入れ、サンプルスタンドにセットし、スターラーロッドの撹拌を反時計
回りで２４回転／秒にて行なう。そして、専用ソフトの「アパーチャーのフラッシュ」機
能により、アパーチャーチューブ内の汚れと気泡を除去しておく。
（２）ガラス製の１００ｍｌ平底ビーカーに前記電解水溶液約３０ｍｌを入れる。この中
に分散剤として「コンタミノンＮ」（非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、有機ビ
ルダーからなるｐＨ７の精密測定器洗浄用中性洗剤の１０質量％水溶液、和光純薬工業社
製）をイオン交換水で約３質量倍に希釈した希釈液を約０．３ｍｌ加える。
（３）発振周波数５０ｋＨｚの発振器２個を位相を１８０度ずらした状態で内蔵し、電気
的出力１２０Ｗの超音波分散器「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｏｎ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ　Ｔｅｔｏｒａ１５０」（日科機バイオス社製）を準備する。超音波分散器の水槽
内に約３．３ｌのイオン交換水を入れ、この水槽中にコンタミノンＮを約２ｍｌ添加する
。
（４）前記（２）のビーカーを前記超音波分散器のビーカー固定穴にセットし、超音波分
散器を作動させる。そして、ビーカー内の電解水溶液の液面の共振状態が最大となるよう
にビーカーの高さ位置を調整する。
（５）前記（４）のビーカー内の電解水溶液に超音波を照射した状態で、トナー約１０ｍ
ｇを少量ずつ前記電解水溶液に添加し、分散させる。そして、さらに６０秒間超音波分散
処理を継続する。尚、超音波分散にあたっては、水槽の水温が１０℃以上４０℃以下とな
る様に適宜調節する。
（６）サンプルスタンド内に設置した前記（１）の丸底ビーカーに、ピペットを用いてト
ナーを分散した前記（５）の電解質水溶液を滴下し、測定濃度が約５％となるように調整
する。そして、測定粒子数が５００００個になるまで測定を行なう。
（７）測定データを装置付属の前記専用ソフトにて解析を行ない、重量平均粒径（Ｄ４）
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を算出する。尚、前記専用ソフトでグラフ／体積％と設定したときの、「分析／体積統計
値（算術平均）」画面の「平均径」が重量平均粒径（Ｄ４）である。
【０３３５】
　＜トナーの平均円形度の測定方法＞
　トナー粒子の平均円形度は、フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－３０００」（シスメ
ックス社製）によって、校正作業時の測定及び解析条件で測定する。
【０３３６】
　具体的な測定方法は、以下の通りである。まず、ガラス製の容器中に予め不純固形物な
どを除去したイオン交換水約２０ｍｌを入れる。この中に分散剤として「コンタミノンＮ
」（非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、有機ビルダーからなるｐＨ７の精密測定
器洗浄用中性洗剤の１０質量％水溶液、和光純薬工業社製）をイオン交換水で約３質量倍
に希釈した希釈液を約０．２ｍｌ加える。更に測定試料を約０．０２ｇ加え、超音波分散
器を用いて２分間分散処理を行い、測定用の分散液とする。その際、分散液の温度が１０
℃以上４０℃以下となる様に適宜冷却する。超音波分散器としては、発振周波数５０ｋＨ
ｚ、電気的出力１５０Ｗの卓上型の超音波洗浄器分散器（例えば「ＶＳ－１５０」（ヴェ
ルヴォクリーア社製））を用い、水槽内には所定量のイオン交換水を入れ、この水槽中に
前記コンタミノンＮを約２ｍｌ添加する。
【０３３７】
　測定には、標準対物レンズ（１０倍）を搭載した前記フロー式粒子像分析装置を用い、
シース液にはパーティクルシース「ＰＳＥ－９００Ａ」（シスメックス社製）を使用した
。前記手順に従い調整した分散液を前記フロー式粒子像分析装置に導入し、ＨＰＦ測定モ
ードで、トータルカウントモードにて３０００個のトナー粒子を計測する。そして、粒子
解析時の２値化閾値を８５％とし、解析粒子径を円相当径１．９８５μｍ以上、３９．６
９μｍ未満に限定し、トナー粒子の平均円形度を求める。
【０３３８】
　測定にあたっては、測定開始前に標準ラテックス粒子（例えば、Ｄｕｋｅ　Ｓｃｉｅｎ
ｔｉｆｉｃ社製の「ＲＥＳＥＡＲＣＨ　ＡＮＤ　ＴＥＳＴ　ＰＡＲＴＩＣＬＥＳ　Ｌａｔ
ｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｐｈｅｒｅ　Ｓｕｓｐｅｎｓｉｏｎｓ　５２００Ａ」をイオン交換水
で希釈）を用いて自動焦点調整を行う。その後、測定開始から２時間毎に焦点調整を実施
することが好ましい。
【０３３９】
　なお、本願実施例では、シスメックス社による校正作業が行われた、シスメックス社が
発行する校正証明書の発行を受けたフロー式粒子像分析装置を使用した。解析粒子径を円
相当径１．９８５μｍ以上、３９．６９μｍ未満に限定した以外は、校正証明を受けた時
の測定及び解析条件で測定を行った。
【実施例】
【０３４０】
　本発明を以下に示す実施例により具体的に説明する。しかし、これは本発明をなんら限
定するものではない。以下にトナー粒子の製造方法について記載する。実施例中及び比較
例中の部および％は特に断りがない場合、全て質量基準である。
【０３４１】
　まず、本発明のトナーの製造例で用いられる極性樹脂の製造例を示す。
【０３４２】
　＜極性樹脂の製造例１＞
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９３．３５部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．５０部
・メチルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．５０部
・メタクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．６５部
・パーブチルＤ（１０時間半減期温度５４．６℃（日本油脂製））　　　　　１．８０部
　上記各成分を、４つ口フラスコ内でキシレン２００部を撹拌しながら容器内を十分に窒
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素で置換し１４０℃に昇温させた後２時間かけて滴下した。更に、キシレン還流下で１０
時間保持し、重合を完了し、減圧下で溶媒を蒸留除去した。このようにして得られた樹脂
を極性樹脂Ｎｏ．１とする。得られた樹脂の物性を表１に示す。
【０３４３】
　＜極性樹脂の製造例２乃至１４＞
　極性樹脂の製造例１において、添加するモノマー組成を表１に示す共重合体組成に変更
し、パーブチルＤの添加量を変更することを除いては、極性樹脂の製造１と同様にして極
性樹脂Ｎｏ．２乃至１４を製造した。得られた極性樹脂Ｎｏ．２乃至１４の物性を表１に
示す。
【０３４４】
【表１】

Ｓｔ：スチレン
ＢＡ：ｎ－ブチルアクリレート
ＭＭＡ：メチルメタクリレート
ＭＡＡ：メタクリル酸
α－ＭＳｔ：α－メチルスチレン
２ＨＥＭＡ：２－ヒドロキシエチルメタクリレート
【０３４５】
　以下のブラックトナーの製造例で用いられるカーボンブラックの一覧を表２に示す。
【０３４６】
【表２】

【０３４７】
　（ブラックトナーの製造例１）
　下記の手順によって重合法トナーを製造した。
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【０３４８】
　６０℃に加温したイオン交換水１３００部に、リン酸三カルシウム９部、１０％塩酸１
１部を添加し、ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を用いて、１０，０００ｒ／ｍｉ
ｎにて撹拌し、ｐＨ５．２の水系媒体を調製した。
【０３４９】
　また、下記の材料をプロペラ式攪拌装置にて１００ｒ／ｍｉｎで溶解して溶解液を調製
した。
・スチレン・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　７０．０部
・ｎ－ブチルアクリレート・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　３０．０部
・ＦＣＡ１００１ＮＳ（藤倉化成社製）・・・・・・・・・・・・・・・・　　１．０部
・極性樹脂１（表１記載）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　２０．０部
【０３５０】
　次に上記溶解液に、
・カーボンブラックＮｏ．１（表２記載）・・・・・・・・・・・・・・・　　６．５部
・帯電制御剤ボントロンＥ－８８（オリエント化学社製）・・・・・・・・　　１．０部
・ワックスＨＮＰ－１０（融点７５℃：日本精鑞社製）・・・・・・・・　　１０．０部
・ジビニルベンゼン・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　０．３５部
を加え、その後、混合液を温度６５℃に加温した後にＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業
製）にて、１０，０００ｒ／ｍｉｎにて攪拌し、溶解、分散した。
【０３５１】
　続いて、上記水系媒体中に上記重合性単量体組成物を投入し、重合開始剤として
・パーブチルＰＶ（１０時間半減期温度５４．６℃（日本油脂製））・・・　　８．０部
を加え、７０℃にてＴＫ式ホモミキサーを用いて１０，０００ｒ／ｍｉｎで　４０分間攪
拌し、造粒した。
【０３５２】
　尚、上記造粒工程の３０分経過時に、更に追加の開始剤として
・パーブチルＰＶ（１０時間半減期温度５４．６℃（日本油脂製））・・・　　２．０部
を添加した。
【０３５３】
　プロペラ式攪拌装置に移して１２０ｒ／ｍｉｎで攪拌しつつ、７０℃で５時間反応させ
た後、８０℃まで昇温し、更に５時間反応を行い、トナー粒子を製造した。重合反応終了
後、該粒子を含むスラリーを冷却し、スラリーの１０倍の水量で洗浄し、ろ過、乾燥の後
、分級によって粒子径を調整してブラックトナー粒子を得た。
【０３５４】
　上記ブラックトナー粒子１００部に対して、流動性向上剤として、ジメチルシリコーン
オイル（２０質量％）で処理され、トナー粒子と同極性（負極性）に帯電する疎水性シリ
カ微粉体（１次粒子径：７ｎｍ、ＢＥＴ比表面積：１３０ｍ2／ｇ）１．７部をヘンシェ
ルミキサー（三井三池社製）で３０００ｒ／ｍｉｎで１５分間混合してブラックトナーＮ
ｏ．１を得た。
【０３５５】
　ブラックトナーＮｏ．１の物性を表３及び４に示す。
【０３５６】
　（ブラックトナーの製造例２）
　ブラックトナーの製造例１において、カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラックＮ
ｏ．２（表２記載）に変更し、添加部数を１０．０部に変更することを除いて、ブラック
トナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．２を製造した。得られたブラックト
ナーＮｏ．２の物性を表３及び４に示す。
【０３５７】
　（ブラックトナーの製造例３）
　ブラックトナーの製造例１において、カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラックＮ
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ｏ．３（表２記載）に変更し、添加部数を１２．５部に変更することを除いて、ブラック
トナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．３を製造した。得られたブラックト
ナーＮｏ．３の物性を表３及び４に示す。
【０３５８】
　（ブラックトナーの製造例４）
　ブラックトナーの製造例１において、カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラックＮ
ｏ．４（表２記載）に変更し、添加部数を５．５部に変更することを除いて、ブラックト
ナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．４を製造した。得られたブラックトナ
ーＮｏ．４の物性を表３及び４に示す。
【０３５９】
　（ブラックトナーの製造例５）
　ブラックトナーの製造例１において、カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラックＮ
ｏ．５（表２記載）に変更し、添加部数を４．５部に変更することを除いて、ブラックト
ナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．５を製造した。得られたブラックトナ
ーＮｏ．５の物性を表３及び４に示す。
【０３６０】
　（ブラックトナーの製造例６）
　ブラックトナーの製造例１において、添加するＦＣＡ１００１ＮＳ（藤倉化成社製）を
下記製造例に示すスルホン酸Ｃａ塩基を有する重合体に変更し、極性樹脂Ｎｏ．１を極性
樹脂Ｎｏ．２（表１記載）に変更し、ジビニルベンゼンの添加部数を０．２５部に変更す
ることを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．６を製造
した。得られたブラックトナーＮｏ．６の物性を表３及び４に示す。
【０３６１】
　＜スルホン酸Ｃａ塩基を有する重合体の製造例＞
　３リットル反応容器に酢酸エチル５００ｍｌを仕込み、ＦＣＡ１００１ＮＳ（藤倉化成
社製）１００ｇを５分間で添加し、更に３時間攪拌した。その後、水酸化カリウム１０ｇ
のエタノール５００ｍｌ溶液を１時間かけて滴下し、更に３時間攪拌した。続いて、塩化
カルシウム１０ｇのイオン交換水５００ｍｌ水溶液を調整し、２時間かけて滴下した後更
に１０時間攪拌した。
【０３６２】
　これをクロロホルム１．５Ｌ中に投入し、更に１．０Ｌのイオン交換水を加えて５時間
攪拌を行った。その後、クロロホルム層を分離し、２．０Ｌのイオン交換水で洗浄操作を
３回行い、減圧乾燥し、スルホン酸Ｃａ塩基を有する重合体を得た。
【０３６３】
　尚、スルホン酸のカルシウム塩化率は、蛍光Ｘ線を測定することにより９０％であるこ
とを確認した。
【０３６４】
　（ブラックトナーの製造例７）
　ブラックトナーの製造例１において、添加するＦＣＡ１００１ＮＳ（藤倉化成社製）を
下記製造例に示すスルホン酸メチルエステル基を有する重合体に変更し、極性樹脂Ｎｏ．
１を極性樹脂Ｎｏ．３（表１記載）に変更し、ジビニルベンゼンの添加部数を０．４５部
に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．
７を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．７の物性を表３及び４に示す。
【０３６５】
　＜スルホン酸メチルエステル基を有する重合体の製造例＞
　３リットル反応容器にトリメチルオルトホルメート５００ｍｌを仕込み８０℃に加熱し
た。これに、ＦＣＡ１００１ＮＳ（藤倉化成社製）１００ｇを５分間で添加し、その後１
５時間攪拌した。その後、反応混合物をｎ－ヘキサン９リットルに攪拌しながら滴下した
。しばらく放置し、樹脂を析出、沈殿させた。デカンテーションにて上澄みを除き、残渣
にクロロホルム５００ｍｌを加えて溶かした。これをｎ－ヘキサン７．５リットルに攪拌



(43) JP 5441386 B2 2014.3.12

10

20

30

40

50

下で滴下し、析出、沈殿させ、デカンテーションにて上澄みを除き、残渣を減圧乾燥した
。これをメタノール３００ｍｌで洗浄し、さらに水３００ｍｌで洗浄した。これを減圧乾
燥し、スルホン酸メチルエステル基を有する重合体を得た。
【０３６６】
　尚、スルホン酸のエステル化率は、酸価の測定により８５％であることを確認した。
【０３６７】
　（ブラックトナーの製造例８）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．４（表１記載
）に変更し、カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラックＮｏ．３（表２記載）に変更
し、添加部数も７．５部に変更し、７０℃の反応温度を６７℃に変更することを除いて、
ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．８を製造した。得られたブ
ラックトナーＮｏ．８の物性を表３及び４に示す。
【０３６８】
　（ブラックトナーの製造例９）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．５（表１記載
）に変更し、添加部数を２５部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同
様にしてブラックトナーＮｏ．９を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．９の物性を
表３及び４に示す。
【０３６９】
　（ブラックトナーの製造例１０）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．６（表１記載
）に変更し、７０℃の反応温度を７３℃に変更することを除いて、ブラックトナーの製造
例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．１０を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．
１０の物性を表３及び４に示す。
【０３７０】
　（ブラックトナーの製造例１１）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．７（表１記載
）に変更し、添加部数を３２部に変更し、カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラック
Ｎｏ．５（表２記載）に変更し、添加部数も７．０部に変更することを除いて、ブラック
トナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．１１を製造した。得られたブラック
トナーＮｏ．１１の物性を表３及び４に示す。
【０３７１】
　（ブラックトナーの製造例１２）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．８（表１記載
）に変更し、添加部数を８部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様
にしてブラックトナーＮｏ．１２を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．１２の物性
を表３及び４に示す。
【０３７２】
　（ブラックトナーの製造例１３）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．９（表１記載
）に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ
．１３を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．１３の物性を表３及び４に示す。
【０３７３】
　（ブラックトナーの製造例１４）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．１０（表１記
載）に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮ
ｏ．１４を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．１４の物性を表３及び４に示す。
【０３７４】
　（ブラックトナーの製造例１５）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．１１（表１記
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載）に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮ
ｏ．１５を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．１５の物性を表３及び４に示す。
【０３７５】
　（ブラックトナーの製造例１６）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．１２（表１記
載）に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮ
ｏ．１６を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．１６の物性を表３及び４に示す。
【０３７６】
　（ブラックトナーの製造例１７）
　ブラックトナーの製造例１において、ＦＣＡ１００１ＮＳ（藤倉化成社製）を添加しな
いことを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．１７を製
造した。得られたブラックトナーＮｏ．１７の物性を表３及び４に示す。
【０３７７】
　（ブラックトナーの製造例１８）
スチレン／ｎ－ブチルアクリレート共重合体（質量比７２／２８）　　　　　　　７０部
　（Ｍｐ＝２５０００　Ｍｎ＝８５００　Ｍｗ／Ｍｎ＝３．０　Ｔｇ＝５４℃）
スチレン／ｎ－ブチルアクリレート共重合体（質量比８０／２０）　　　　　　　３０部
　（Ｍｐ＝８５０００　Ｍｎ＝５００００　Ｍｗ／Ｍｎ＝３．０　Ｔｇ＝６４℃）
ボントロンＥ－８８（オリエント化学工業（株）製）　　　　　　　　　　　　２．０部
カーボンブラックＮｏ．１（表２記載）　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．５部
エステルワックス（吸熱ピーク＝７２℃，半値幅＝４℃）　　　　　　　　　　５．０部
　上記成分をバンバリーミキサーにより溶融混練し、冷却後、ジェットミルにより微粉砕
を行い、さらに、機械的衝撃力を利用する表面改質装置を用いて球形化処理を行い、球形
の粉砕原料を得た。次に、得られた粉砕原料を分級機により分級して、平均円形度は０．
９４９、重量平均粒径６．５μｍのブラックトナー粒子（１８）を得た。
【０３７８】
　上記ブラックトナー粒子（１８）１００部に対して、流動性向上剤として、ジメチルシ
リコーンオイル（２０質量％）で処理され、トナー粒子と同極性（負極性）に帯電する疎
水性シリカ微粉体（１次粒子径：７ｎｍ、ＢＥＴ比表面積：１３０ｍ2／ｇ）１．７部を
ヘンシェルミキサー（三井三池社製）で３０００ｒ／ｍｉｎで１５分間混合してブラック
トナーＮｏ．１８を得た。
【０３７９】
　ブラックトナーＮｏ．１８の物性を表３及び４に示す。
【０３８０】
　（ブラックトナーの製造例１９）
　ブラックトナーの製造例１において、造粒工程の３０分時に添加する追加の開始剤量を
２．５部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナ
ーＮｏ．１９を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．１９の物性を表３及び４に示す
。
【０３８１】
　（ブラックトナーの製造例２０）
　ブラックトナーの製造例１において、ジビニルベンゼンの変わりにエチレングリコール
ジメタクリレートを添加することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラ
ックトナーＮｏ．２０を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．２０の物性を表３及び
４に示す。
【０３８２】
　（ブラックトナーの製造例２１）
　ブラックトナーの製造例１において、造粒工程の３０分時に添加する追加の開始剤をパ
ーブチルＮＨＰ（１０時間半減期温度５０．６℃（日本油脂製））に変更することを除い
て、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．２１を製造した。得ら
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れたブラックトナーＮｏ．２１の物性を表３及び４に示す。
【０３８３】
　（ブラックトナーの製造例２２）
　ブラックトナーの製造例１において、溶解工程に新たにｔ－ドデシルメルカプタンを０
．２部添加することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮ
ｏ．２２を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．２２の物性を表３及び４に示す。
【０３８４】
　（ブラックトナーの製造例２３）
　ブラックトナーの製造例１において、ジビニルベンゼンの変わりにトリメチロールプロ
パントリメタクリレートを添加することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にし
てブラックトナーＮｏ．２３を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．２３の物性を表
３及び４に示す。
【０３８５】
　（ブラックトナーの製造例２４）
　ブラックトナーの製造例１において、溶解工程に新たにｔ－ドデシルメルカプタンを０
．２部添加し、反応温度を６５℃に変更し、造粒工程３０分時に追加で添加する開始剤を
添加しないことを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．
２４を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．２４の物性を表３及び４に示す。
【０３８６】
　（ブラックトナーの製造例２５）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１の添加部数を１５部に変更し、
カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラックＮｏ．２（表２記載）に変更し、ジビニル
ベンゼンの添加部数を０．１５部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と
同様にしてブラックトナーＮｏ．２５を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．２５の
物性を表３及び４に示す。
【０３８７】
　（ブラックトナーの製造例２６）
　ブラックトナーの製造例１において、ジビニルベンゼンの添加部数を０．５５部に変更
することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．２６を
製造した。得られたブラックトナーＮｏ．２６の物性を表３及び４に示す。
【０３８８】
　（ブラックトナーの製造例２７）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１の添加部数を１０部に変更し、
カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラックＮｏ．４（表２記載）に変更し、ジビニル
ベンゼンの添加部数を０．１５部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と
同様にしてブラックトナーＮｏ．２７を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．２７の
物性を表３及び４に示す。
【０３８９】
　（ブラックトナーの製造例２８）
　ブラックトナーの製造例１において、ジビニルベンゼンの添加部数を０．６５部に変更
することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．２８を
製造した。得られたブラックトナーＮｏ．２８の物性を表３及び４に示す。
【０３９０】
　（ブラックトナーの製造例２９）
ブラックトナーの製造例１において、スチレンの添加量を６９部、ｎ－ブチルアクリレー
トの添加量を３１部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブ
ラックトナーＮｏ．２９を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．２９の物性を表３及
び４に示す。
【０３９１】
　（ブラックトナーの製造例３０）
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　ブラックトナーの製造例１において、スチレンの添加量を７３部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を２７部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にして
ブラックトナーＮｏ．３０を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．３０の物性を表３
及び４に示す。
【０３９２】
　（ブラックトナーの製造例３１）
　ブラックトナーの製造例１において、スチレンの添加量を６８部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を３２部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にして
ブラックトナーＮｏ．３１を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．３１の物性を表３
及び４に示す。
【０３９３】
　（ブラックトナーの製造例３２）
　ブラックトナーの製造例１において、スチレンの添加量を７４部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を２６部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にして
ブラックトナーＮｏ．３２を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．３２の物性を表３
及び４に示す。
【０３９４】
　（ブラックトナーの製造例３３）
　ブラックトナーの製造例１において、カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラックＮ
ｏ．３（表２記載）に変更し、ジビニルベンゼンの添加部数を０．２５部に変更すること
を除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．３３を製造した
。得られたブラックトナーＮｏ．３３の物性を表３及び４に示す。
【０３９５】
　（ブラックトナーの製造例３４）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．１３（表１記
載）に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮ
ｏ．３４を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．３４の物性を表３及び４に示す。
【０３９６】
　（ブラックトナーの製造例３５）
　ブラックトナーの製造例１において、極性樹脂Ｎｏ．１を極性樹脂Ｎｏ．１４（表１記
載）に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮ
ｏ．３５を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．３５の物性を表３及び４に示す。
【０３９７】
　（ブラックトナーの製造例３６）
　ブラックトナーの製造例１において、カーボンブラックＮｏ．１をカーボンブラックＮ
ｏ．６（表２記載）に変更し、ジビニルベンゼンの添加部数を０．０５部に変更すること
を除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．３６を製造した
。得られたブラックトナーＮｏ．３６の物性を表３及び４に示す。
【０３９８】
　（ブラックトナーの製造例３７）
　ブラックトナーの製造例１において、ジビニルベンゼンの添加部数を０．７５部に変更
することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にしてブラックトナーＮｏ．３７を
製造した。得られたブラックトナーＮｏ．３７の物性を表３及び４に示す。
【０３９９】
　（ブラックトナーの製造例３８）
　ブラックトナーの製造例１において、スチレンの添加量を６７部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を３３部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にして
ブラックトナーＮｏ．３８を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．３８の物性を表３
及び４に示す。
【０４００】



(47) JP 5441386 B2 2014.3.12

10

　（ブラックトナーの製造例３９）
　ブラックトナーの製造例１において、スチレンの添加量を７５部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を２５部に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様にして
ブラックトナーＮｏ．３９を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．３９の物性を表３
及び４に示す。
【０４０１】
　（ブラックトナーの製造例４０）
　ブラックトナーの製造例１において、造粒工程の３０分時に添加する追加の開始剤をパ
ーブチルＮＨＰ（１０時間半減期温度５０．６℃（日本油脂製））に変更し、添加タイミ
ングを造粒工程の４０分時に変更することを除いて、ブラックトナーの製造例１と同様に
してブラックトナーＮｏ．４０を製造した。得られたブラックトナーＮｏ．４０の物性を
表３及び４に示す。
【０４０２】
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【０４０３】



(49) JP 5441386 B2 2014.3.12

10

20

30

40

【表３－２】

【０４０４】
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【０４０５】
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【表４－２】

【０４０６】
　＜実施例１乃至１７、参考例１８、実施例１９乃至２２、参考例２３、２４、実施例２
５、参考例２６、実施例２７、参考例２８、実施例２９乃至３３、比較例１乃至７＞
　ブラックトナーの製造例１乃至３３で製造したブラックトナーを、各々下記項目の基準
に即して評価を行った。各実施例のブラックトナーは低温定着特性と現像耐久特性に優れ
た効果を発揮したのに対して、比較例１乃至７のブラックトナーは低温定着性と現像耐久
特性のバランスに乏しい結果であった。評価結果を表５に示す。
【０４０７】
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　以下に本発明の画像評価方法および評価基準について説明する。
【０４０８】
　画像形成装置としては市販のレーザプリンタであるＬＢＰ－５４００（キヤノン製）の
改造機を用い、以下特に断りの無い限り、温度２３℃、相対湿度５０％の環境下において
、評価紙としてＸｅｒｏｘ社製ｂｕｓｉｎｅｓｓ４２００（７５ｇ／ｍ2）を用いて行っ
た。
【０４０９】
　尚、評価機の改造点は、評価機本体のギアおよびソフトウエアを変更することにより、
プロセススピードが２２０ｍｍ／ｓｅｃとなるように改造した。
【０４１０】
　評価に用いるカートリッジはブラックカートリッジを用いた。すなわち、市販のブラッ
クカートリッジから製品トナーを抜き取り、エアーブローにて内部を清掃した後、本発明
によるトナーを２００ｇ充填して評価を行った。なお、トナーキットの評価においては、
マゼンタ、イエロー、シアンの各ステーションにそれぞれ対応した色の評価トナーを２０
０ｇ充填したマゼンタ、イエロー、およびシアンカートリッジを挿入して、フルカラー出
力による定着画像の評価を行った。
【０４１１】
　低温定着性
　上記で説明したＬＢＰ５４００（キヤノン社製）の改造機を用い、ファーストプリント
アウトタイムを２０秒に設定し、１０ｍｍ×１０ｍｍのベタ画像（トナー載り量０．５０
ｍｇ／ｃｍ2）をＸｅｒｏｘ社製Ｂｕｓｉｎｅｓｓ４２００（７５ｇ／ｍ2）上に出力し、
安定した定着画像が得られる最低定着可能温度を下記基準にて評価した。尚、本発明の安
定した定着画像とは、得られた定着画像濃度と、定着画像を５０ｇ／ｃｍ2の荷重をかけ
たシルボン紙で５回摺擦した後の画像濃度を測定し、濃度低下率が１０％以下の定着状態
と定義する。
Ａ：最低定着可能温度が１５０℃以上１６０℃以下で、安定した定着画像が得られる
Ｂ：最低定着可能温度が１６０℃より高く１７０℃以下で、安定した定着画像が得られる
Ｃ：最低定着可能温度が１７０℃より高く１９０℃以下で、安定した定着画像が得られる
Ｄ：最低定着可能温度が１９０℃より高い、又は定着可能温度を有さない
【０４１２】
　（２）ベタ黒再現性
　上記で説明したＬＢＰ５４００（キヤノン社製）の改造機を用い、全面ベタ黒画像（先
端余白：５ｍｍ、トナー載り量０．５０ｍｇ／ｃｍ2）をＸｅｒｏｘ社製Ｂｕｓｉｎｅｓ
ｓ４２００（７５ｇ／ｍ2）上に最大グロスを示す定着温度で出力し、定着画像内のベタ
黒再現性を以下の目視基準により評価した。
Ａ：ベタ黒画像の濃度及び明度が鮮やかに均一であり、全く問題無いレベル。
Ｂ：ベタ黒画像の明度ムラ又は明度ムラが僅かに観察できるが、実用上問題無いレベル。
Ｃ：ベタ黒画像の濃淡ムラ及び明度のムラが確認されるが、画像濃度は問題無いレベル。
Ｄ：ベタ黒画像の濃度ムラ及び明度ムラが非常に目立ち、全面において紙繊維が透けて見
える濃度低下を伴うレベル。
【０４１３】
　（３）定着グロス
　ベタ全域画像（先端余白：５ｍｍ、トナー載り量０．５０ｍｇ／ｃｍ2）をＸｅｒｏｘ
社製ｂｕｓｉｎｅｓｓ４２００（７５ｇ／ｍ2）上に、設定温調を１７０℃、プロセスス
ピードを１００ｍｍ／ｓｅｃに変更して出力し、定着画像内を９等分した各区画の７５°
グロスを測定し、平均値を求めて下記基準により評価した。なお、本発明に使用した光沢
度測定器は、日本電色工業（株）製のＰＧ－３Ｄ（入射角θ＝７５°）を使用し、標準面
は光沢度９６．９の黒色ガラスを使用した。
Ａ：７５°グロス平均値　２３．０以上
Ｂ：７５°グロス平均値　１８．０以上２３．０未満
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Ｃ：７５°グロス平均値　１３．０以上１８．０未満
Ｄ：７５°グロス平均値　１３．０未満
【０４１４】
　（４）定着安定性
　上記で説明したＬＢＰ５４００（キヤノン社製）の改造機を用い、評価紙にＸｅｒｏｘ
社製ｂｕｓｉｎｅｓｓ４２００（７５ｇ／ｍ2）を用いたときの最低定着可能温度から、
高温域におけるオフセットが発生する温度までを定着可能温度領域と定義し、以下の基準
により定着の安定性を評価した。尚、オフセット発生温度は、最低定着可能温度から順に
５℃ずつ設定温調を上げていき、先端余白５ｍｍの箇所に１０ｍｍ×１６０ｍｍの１６階
調の横帯グラデーション画像を出力し、オフセットの発生を目視で確認した。
Ａ：定着可能温度域が５０℃以上
Ｂ：定着可能温度域が４０℃以上５０℃未満
Ｃ：定着可能温度域が３０℃以上４０℃未満
Ｄ：定着可能温度域が３０℃未満
【０４１５】
　（５）画像カブリ
　上記で説明したＬＢＰ５４００（キヤノン社製）の改造機を用い、耐久試験を行うこと
によりトナーの耐久性を評価した（プロセススピード２２０ｍｍ／ｓｅｃ，スリーブ周速
３３０ｍｍ／ｓｅｃに設定）。
【０４１６】
　耐久試験の条件は、高温高湿環境（３０℃，８０％ＲＨ）、常温常湿環境（２３℃，５
０％ＲＨ）、低温低湿環境（１５℃，１０％ＲＨ）の各環境下において、印字比率が２％
のオリジナル画像を１日に３０００枚のプリントアウトを行い、４日間で合計１２０００
枚の出力を行った。なお、評価のタイミングは１０００枚おきと、各評価日の最初の１枚
目においてべた白画像を出力して、下記評価基準により行った。
【０４１７】
　「ＲＥＦＬＥＣＴＭＥＴＥＲ　ＭＯＤＥＬ　ＴＣ－６ＤＳ」（東京電色社製）を用いて
、標準紙とプリントアウト画像の白地部分の反射率を測定して、下記式によりカブリ（反
射率；％）を算出した。フィルターは、グリーンフィルターを装着して測定した。
【０４１８】
　なお、評価基準は耐久を通しての最悪値を以下の基準により判断した。
Ａ：非常に良好　　　１．０％未満
Ｂ：良好　　　　　　１．０％以上乃至２．０％未満
Ｃ：実用上問題なし　２．０％以上乃至３．０％未満
Ｄ：実用上問題あり　３．０％以上
　　カブリ（反射率；％）＝（標準紙の反射率；％）－（サンプルの反射率；％）
【０４１９】
　（６）ハーフトーン画像再現性
　転写紙の搬送方向に対して、画像濃度が後述するマクベス反射濃度計の濃度で０．４・
０．６・０．８・１．２を示すハーフトーンの横帯画像が並べられたオリジナルチャート
を出力して、この画像を目視にて観察し、ドットの再現性と、現像ブレードの汚染により
発生する搬送方向に沿った縦スジの有無を以下の基準に基づき評価した。
【０４２０】
　尚、耐久条件及びサンプリングのタイミングは、上記（５）画像カブリの評価に従って
行った。
Ａ：全てのハーフトーン画像が鮮やかに均一であり、ドットを高精度で再現している。
Ｂ：一部のハーフトーン画像でわずかなドットの乱れが確認されるが、ほとんど気になら
　　ないレベル。
Ｃ：一部のハーフトーン画像上でドットの乱れが確認されるが、実用画像上では目立ちに
　　くいレベル。
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Ｄ：全てのハーフトーン画像上のドット再現性が悪く、ガサついた印象の画像であったり
　　、現像ブレード汚染に起因する縦スジ状の画像欠陥が目立つ等、実用画像の品質を大
　　きく損なうレベル。
【０４２１】
　（７）ベタ濃度安定性評価
　Ｘｅｒｏｘ社製ｂｕｓｉｎｅｓｓ４２００（７５ｇ／ｍ2）を用いて、画像を縦・横で
３分割ずつ（計９分割）したときの中心にそれぞれ２０ｍｍ×２０ｍｍのベタ黒パッチを
有するオリジナル画像を出力し、その９点平均濃度の耐久試験による変化度合いをベタ濃
度安定性として評価した。
【０４２２】
　尚、画像濃度の測定は、「マクベス反射濃度計　ＲＤ９１８」（マクベス社製）を用い
て、原稿濃度が０．００の白地部分の画像に対する相対濃度を測定した。
【０４２３】
　また、耐久条件及びサンプリングのタイミングは上記（５）画像カブリの評価に従って
行い、初期濃度に対する最大濃度差を以下の基準により評価した。
Ａ：非常に良好　　　０．１０未満
Ｂ：良好　　　　　　０．１０以上０．２０未満
Ｃ：実用上問題なし　０．２０以上０．３０未満
Ｄ：実用上問題あり　０．３０以上
【０４２４】
　以下、トナーキットの評価基準を説明する。
【０４２５】
　（８）フルカラートナーキットの定着安定性評価
　上記で説明したＬＢＰ５４００（キヤノン社製）の改造機を用い、評価紙にＸｅｒｏｘ
社製ｂｕｓｉｎｅｓｓ４２００（７５ｇ／ｍ2）を用いたときの各色の最低定着可能温度
と、各色の高温域におけるオフセット発生温度を測定し、全てのカラートナーにおいて定
着が可能である温度領域を定着可能温度域と定義し、以下の基準によりフルカラートナー
キットの定着安定性を評価した。尚、オフセット発生温度は、最低定着可能温度から順に
５℃ずつ設定温調を上げていき、先端余白５ｍｍの箇所に１０ｍｍ×１６０ｍｍの１６階
調の横帯グラデーション画像を出力し、オフセットの発生を目視で確認した。
Ａ：定着可能温度域が５０℃以上
Ｂ：定着可能温度域が４０℃以上５０℃未満
Ｃ：定着可能温度域が３０℃以上４０℃未満
Ｄ：定着可能温度域が３０℃未満
【０４２６】
　（９）フルカラートナーキットのベタ画像再現性
　上記で説明したＬＢＰ５４００（キヤノン社製）の改造機を用い、イエロー、マゼンタ
、シアン、ブラックの各単色ベタ画像と、レッド、グリーン、ブルーの各２００％の２次
色ベタ画像を一面に配したオリジナル画像を出力し、カラー画像が最も高いグロスを示す
定着温度においてベタ定着品質を以下の目視基準により評価した。
Ａ：各色ベタ画像の濃度及び明度が鮮やかに均一であり、カラーバランスに優れた定着品
　　質を示す。
Ｂ：色トナー及びブラックトナーのいずれかのベタ画像において、濃度ムラ又は明度ムラ
　　が僅かに観察できるが、実用上問題無いレベル。
Ｃ：色トナー及びブラックトナーのいずれかのベタ画像において、濃淡ムラ及び明度のム
　　ラが確認されるが、画像濃度差は気になら無いレベル。
Ｄ：色トナー及びブラックトナーのいずれかのベタ画像において、濃度ムラ及び明度ムラ
　　が非常に目立つレベルであり、特にブラックトナーの濃度ムラ及び明度ムラが際立っ
　　て悪いレベル。
【０４２７】
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　（１０）フルカラートナーキットのグロス安定性
　上記で説明したＬＢＰ５４００（キヤノン社製）の改造機を用い、イエロー、マゼンタ
、シアン、ブラックの各単色ベタ画像と、レッド、グリーン、ブルーの各２００％の２次
色ベタ画像を一面に配したオリジナル画像を出力し、定着画像内の７５°グロスの最大値
と最小値を測定し、その差をフルカラー定着画像のグロス安定性と定義し、下記基準によ
り評価した。なお、本発明に使用した光沢度測定器は、日本電色工業（株）製のＰＧ－３
Ｄ（入射角θ＝７５°）を使用し、標準面は光沢度９６．９の黒色ガラスを使用した。
Ａ：グロス差２．０未満
Ｂ：グロス差２．０以上４．０未満
Ｃ：グロス差４．０以上６．０未満
Ｄ：グロス差６．０以上
【０４２８】
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【０４２９】
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【表５－２】

【０４３０】
　（イエロートナーの製造例１）
　ブラックトナーの製造例１において、添加するカーボンブラックをＣ．Ｉ．ピグメント
イエロー７４に変更し、造粒工程で添加する追加の開始剤を添加しないことを除いて、ブ
ラックトナーの製造例１と同様にしてイエロートナーＮｏ．１（Ｙ－１）を製造した。得
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られたイエロートーＮｏ．１の物性を表６に示す。
【０４３１】
　（マゼンタトナーの製造例１）
　ブラックトナーの製造例１において、添加するカーボンブラックをＣ．Ｉ．ピグメンレ
ッド１２２に変更し、造粒工程で添加する追加の開始剤を添加しないことを除いて、ブラ
ックトナーの製造例１と同様にしてマゼンタトナーＮｏ．１（Ｍ－１）を製造した。得ら
れたマゼンタトーＮｏ．１の物性を表６に示す。
【０４３２】
　（シアントナーの製造例１）
　ブラックトナーの製造例１において、添加するカーボンブラックをＣ．Ｉ．ピグメント
ブルー１５：３に変更し、造粒工程で添加する追加の開始剤を添加しないことを除いて、
ブラックトナーの製造例１と同様にしてシアントナーＮｏ．１（Ｃ－１）を製造した。得
られたシアントーＮｏ．１の物性を表６に示す。
【０４３３】
　（イエロートナーの製造例２）
　イエロートナーの製造例１において、スチレンの添加量を７５部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を２５部に変更することを除いて、イエロートナーの製造例１と同様にして
イエロートナーＮｏ．２（Ｙ－２）を製造した。得られたイエロートナーＮｏ．２の物性
を表６に示す。
【０４３４】
　（マゼンタトナーの製造例２）
　マゼンタトナーの製造例１において、スチレンの添加量を７５部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を２５部に変更することを除いて、マゼンタトナーの製造例１と同様にして
マゼンタトナーＮｏ．２（Ｍ－２）を製造した。得られたマゼンタトナーＮｏ．２の物性
を表６に示す。
【０４３５】
　（シアントナーの製造例２）
　シアントナーの製造例１において、スチレンの添加量を７５部、ｎ－ブチルアクリレー
トの添加量を２５部に変更することを除いて、シアントナーの製造例１と同様にしてシア
ントナーＮｏ．２（Ｃ－２）を製造した。得られたシアントナーＮｏ．２の物性を表６に
示す。
【０４３６】
　（イエロートナーの製造例３）
　イエロートナーの製造例１において、スチレンの添加量を６８部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を３２部に変更することを除いて、イエロートナーの製造例１と同様にして
イエロートナーＮｏ．３（Ｙ－３）を製造した。得られたイエロートナーＮｏ．３の物性
を表６に示す。
【０４３７】
　（マゼンタトナーの製造例３）
　マゼンタトナーの製造例１において、スチレンの添加量を６８部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を３２部に変更することを除いて、マゼンタトナーの製造例１と同様にして
マゼンタトナーＮｏ．３（Ｍ－３）を製造した。得られたマゼンタトナーＮｏ．３の物性
を表６に示す。
【０４３８】
　（シアントナーの製造例３）
　シアントナーの製造例１において、スチレンの添加量を６８部、ｎ－ブチルアクリレー
トの添加量を３２部に変更することを除いて、シアントナーの製造例１と同様にしてシア
ントナーＮｏ．３（Ｃ－３）を製造した。得られたシアントナーＮｏ．３の物性を表６に
示す。
【０４３９】
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　（イエロートナーの製造例４）
　イエロートナーの製造例１において、スチレンの添加量を７３部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を２７部に変更することを除いて、イエロートナーの製造例１と同様にして
イエロートナーＮｏ．４（Ｙ－４）を製造した。得られたイエロートナーＮｏ．４の物性
を表６に示す。
【０４４０】
　（マゼンタトナーの製造例４）
　マゼンタトナーの製造例１において、スチレンの添加量を７３部、ｎ－ブチルアクリレ
ートの添加量を２７部に変更することを除いて、マゼンタトナーの製造例１と同様にして
マゼンタトナーＮｏ．４（Ｍ－４）を製造した。得られたマゼンタトナーＮｏ．３の物性
を表６に示す。
【０４４１】
　（シアントナーの製造例４）
　シアントナーの製造例１において、スチレンの添加量を７３部、ｎ－ブチルアクリレー
トの添加量を２７部に変更することを除いて、シアントナーの製造例１と同様にしてシア
ントナーＮｏ．４（Ｃ－４）を製造した。得られたシアントナーＮｏ．４の物性を表６に
示す。
【０４４２】
【表６】

【０４４３】
　＜実施例３４、参考例３５、実施例３６及び比較例８＞
　ブラックトナーの製造例１、２８、２５で製造したブラックトナーと、イエロー・マゼ
ンタ・シアンの各トナーの製造例１乃至３で製造したカラートナーをそれぞれ対応色のカ
ートリッジに詰め替えて、表６に示す組み合わせのトナーキットとして、フルカラー定着
画像品質を下記基準に即して評価を行った。
【０４４４】
　実施例３４のトナーキットは、安定した定着領域と、ベタ画像品質及びグロスバランス
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に優れた効果を発揮した。参考例３５と実施例３６のトナーキットにおいても概ね優れた
フルカラー定着画像品質を示したのに対して、比較例８のトナーキットはカラートナーと
ブラックトナーの最適定着温度域がずれることにより、ブラックトナーのベタ黒画像が濃
度ムラ及び明度ムラの目立つ問題を生じた。評価結果を表７に示す。
【０４４５】
【表７】

【図面の簡単な説明】
【０４４６】
【図１】本発明のトナーの動的粘弾性試験で求められる損失正接（ｔａｎδ）の極小値を
示す温度（Ｐ１）を表した説明図である。
【図２】本発明のトナーの１３５℃のＧＰＣ－ＲＡＬＬＳ－粘度計分析における、粘度Ｉ
ｖの常用対数（ｌｏｇ［Ｉｖ］）を、絶対分子量（Ｍｗ）の常用対数（ｌｏｇ［Ｍｗ］）
に対してプロットした際の傾きを示す図である。
【図３】本発明に係るプロセスカートリッジの断面説明図である。
【図４】本発明の画像形成方法を実施する装置の一例の概略構成図である。
【図５】本発明に係る他の定着装置の概略構成図である。
【図６】本発明に係る他の定着装置の概略構成図である。
【符号の説明】
【０４４７】
Ｐａ、Ｐｂ、Ｐｃ、Ｐｄ　　　　画像形成ステーション
１（１ａ～１ｄ）　　　　　　　感光体ドラム（像担持体）
２（２ａ～２ｄ）　　　　　　　帯電手段
３（３ａ～３ｄ）　　　　　　　スキャナユニット
４（４ａ～４ｄ）　　　　　　　現像手段
４Ａ　　　　　　　　　　　　　現像ユニット
５　　　　　　　　　　　　　　静電転写装置
６（６ａ～６ｄ）　　　　　　　クリーニング手段
７（７ａ～７ｄ）　　　　　　　プロセスカートリッジ
１１　　　　　　　　　　　　　静電転写ベルト
１２（１２ａ～１２ｄ）　　　　転写ローラー
１３　　　　　　　　　　　　　ベルト駆動ローラー
１４ａ、１４ｂ　　　　　　　　従動ローラー
１５　　　　　　　　　　　　　テンションローラー
１６　　　　　　　　　　　　　給送部
１７　　　　　　　　　　　　　カセット
１８　　　　　　　　　　　　給送ローラー
１９　　　　　　　　　　　　レジストローラー
２０　　　　　　　　　　　　定着部
２１ａ　　　　　　　　　　　加熱ローラー
２１ｂ　　　　　　　　　　　加圧ローラー
２２　　　　　　　　　　　　吸着ローラー
２３　　　　　　　　　　　　排紙ローラー
２４　　　　　　　　　　　　排紙部
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３１　　　　　　　　　　　　クリーニング枠体（カートリッジ枠体）
３５　　　　　　　　　　　　除去トナー収納室
４０　　　　　　　　　　　　現像ローラー（トナー担持体）
４１　　　　　　　　　　　　トナー容器（現像剤収納部）
４２　　　　　　　　　　　　トナー搬送機構
４３　　　　　　　　　　　　トナー供給ローラー
４４　　　　　　　　　　　　トナー規制部材（ブレード）
４５（４５ａ、４５ｂ、４５ｅ）　現像枠体（カートリッジ枠体）
４７、４８　　　　　　　　　　　結合穴
５０　　　　　　　　　　　　　　クリーナーユニット
５１、６４　　　　　　　　　　　加熱体
５２、６４ａ　　　　　　　　　　ヒーター基板
５３、６４ｂ　　　　　　　　　　通電発熱抵抗体（発熱体）
５４、６４ｄ　　　　　　　　　　検温素子
５５、６５　　　　　　　　　　　耐熱性フィルム
５６、５７　　　　　　　　　　　ベルト支持ローラー
５８　　　　　　　　　　　　　　支持ローラー
６０　　　　　　　　　　　　　　クリーニングブレード
６２　　　　　　　　　　　　　　支持ローラー（回転体）
６３　　　　　　　　　　　　　　ベルト支持体
６４ｃ　　　　　　　　　　　　　表面保護層
１００　　　　　　　　　　　　　画像形成装置本体
Ｓ　　　　　　　　　　　　　　　記録媒体（記録材シート）

【図１】 【図２】



(62) JP 5441386 B2 2014.3.12

【図３】 【図４】

【図５】

【図６】
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